
○令和3年度までの取り組み内容の確認

具体的な取組の柱

事　　項

具体的取組

１）ハード対策の主な取組

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

①防災行政無線の改良、防災ラ
ジオ等の配布、防災無線テレ
フォンサービスの導入

・防災行政無線の改良、防災ラジオ等の
配布、防災行政無線テレフォンサービスの
導入、デジタル化、難聴地区の解消等

引き続き
実施

デジタル化対応済み 防災行政無線をデジタル化済み
防災行政無線の内容確認サービス
導入・拡充済み

難聴地区対策として、個別簡易受
信機の貸与を検討
テレフォンサービスの活用を促進し
た。

H29年度より防災行政無線（同報
系）のデジタル化を計画的に施工
中。

前年度に引き続き、防災無線の補
完手段としての音声自動応答サー
ビスを住民に広報を実施。

防災行政無線（移動系）のデジタル
化工事をH30年度からR04年度に
かけて実施中

同報系防災行政無線のデジタル化
工事を実施した。
自動応答テレフォンサービスを導入
した。

防災無線設備のデジタル化【R1～
3】取組み
戸別受信機貸与事業の実施
スマホアプリの導入

防災行政無線放送確認ダイヤルを
導入済み。

②浸水時においても災害対応を
継続するための施設の整備及び
自家発電装置等の耐水化

・浸水時においても災害対応を継続する
ための施設の整備、自家発電装置等の耐
水化及び上層階への設置

実施済み

実施済み 屋上に自家発電装置を設置済み

③水防活動を支援するための新
素材・新技術等を含めた水防資
機材等の配備

・水防活動を支援するための新素材・新技
術等を含めた水防資機材等の配備
・大規模水害に備えた水防資機材の拡充

引き続き
実施

事業者との連携を図り、新たな資機
材の調査研究

今後、新素材等を用いた水防資機
材の配備について検討していく。

水防資機材の配備ついて検討し
た。

今後、新素材・新技術を含めた水
防資器材等の配備について検討す
る。

避難所の増設に伴い、水防活動用
のゴムボードを配備。

水防活動の際に活用できる資機材
の充実を検討する。

新たな配備等は行わなかった。
引き続き、新素材・新技術等を含め
た水防資機材等の調査研究を行
う。

水防活動に効果的な資機材等につ
いての検討

新素材・新技術を取り入れた資機
材の活用について検討する。

適宜、水防資機材の更新及び適切
な管理を行った。

大規模水害に備えた水防資機材の
拡充を図っている。

④水防団の円滑な水防活動を
支援するための簡易水位計や量
水標、CCTVカメラ等の設置

・水防団の円滑な水防活動を支援するた
めの簡易水位計や量水標、CCTVカメラ等
の設置

引き続き
実施

危機管理型水位計や量水標、
CCTVカメラ等の設置を行ってい
る。

２）ソフト対策の主な取組　(1)逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

①住民の避難行動、迅速な水防
活動を支援するための水位計や
ライブカメラのリアルタイムの情
報提供

・洪水予報等の情報発信（洪水予報等）の
実施
・水位計の情報やライブカメラの映像をリ
アルタイムで提供

引き続き
実施

・都管理河川において、河川監視カ
メラを増設した。

洪水予報等の情報発信（洪水予報
等）の実施水位計の情報やライブカ
メラの映像をHPで発信している。

②避難勧告の発令に着目したタ
イムラインの作成

・チェックリストを活用しタイムラインを作成
・タイムラインを検証し見直しを実施

引き続き
実施

タイムライン作成済 作成済み 実際の出水を検証し内容を精査し
ていく。

作成済み 多摩川タイムラインの試行訓練の
内容を踏まえ、タイムラインの内容
の見直しを実施。

有事の際は作成したタイムラインに
より対応していく。

作成済み 「羽村市風水害タイムタイン」の修
正

作成済み 多摩川流域市からの問合せに対応
できるよう準備した。

多摩川タイムラインの策定を行い、
現在検討部会にて運用支援を行っ
ている。

③タイムラインに基づく首長・地
域住民等も参加した実践的な訓
練の実施

・ロールプレイング等の実践的な訓練を実
施
・地域住民を含めた訓練への拡充

引き続き
実施

訓練実施に向けて検討する。 今後、訓練実施に向けて検討してい 洪水を想定した訓練も含め今後検
討する。

職員向けに風水害に特化した図上
訓練を実施。

特になし 令和3年6月に福生消防署ととも
に、合同水防訓練を実施する予定
であったが、新型コロナウイルス感
染症の影響により中止となった。

訓練実施に向けて検討する。 総合防災訓練（風水害・感染症防
止）の実施を計画していたが、コロ
ナ禍により中止

今後、実施に向けて検討していく。 多摩川タイムライン訓練に参加し
た。

令和3年5月12日にあきる野市、羽
村市、川崎市、大田区、稲城市に
おいて、タイムラインに基づき首長
も参加した実践的な情報伝達訓練
を実施

④タイムラインの高度運用の検
討

・避難勧告等発令の対象区域、判断基準
等の確認
・多機関連携型タイムラインの拡充

引き続き
実施

今後、検討していく タイムライン導入に向け、京浜河川
事務所主催の訓練に参加。

避難情報発令の判断基準につい
て、検討していく。

多摩川タイムラインの活用を予定。 今後、検討していく。 検討会にて策定された高度運用タ
イムラインと、市で策定済みのタイ
ムラインとのすり合わせを行い、そ
の運用に関して適宜修正を行う。

順次作成予定 多摩川タイムラインチェックシートの
活用
多摩川タイムライン試行訓練参加

多摩川タイムライン訓練に参加し
た。

引き続き区市町村の取組みを支援
した。

多摩川タイムラインの高度運用の
検討について関係機関と連携し検
討を行った。

多摩川タイムラインの策定を行い、
現在検討部会にて運用支援を行っ
ている。

⑤ハザードマップポータルサイト
における水害リスク情報の充実

・ハザードマップポータルサイトにおける水
害リスク情報の充実（洪水、土砂災害、津
波等）

引き続き
実施

住民の方々の避難を迅速化し「逃
げ遅れゼロ」を目指す取組みの一
つとして、 全国109 水系の国管理
河川における洪水浸水想定区域
（想定最大規模）を国土交通省 ハ
ザードマップポータルサイトの「重ね
るハザードマップ」で簡単に確認で
きるように改良している。

⑥想定最大規模降雨による洪水
ハザードマップの策定、周知、活
用

・想定最大規模降雨による洪水を対象とし
た洪水ハザードマップの策定

引き続き
実施

東京都河川の浸水予想の変更と本
市独自の内水浸水予想作成に合
わせて改訂

想定最大規模降雨における洪水浸
水想定区域を表示したハザードマッ
プを配布用として窓口に設置した。

出前講座等により、ハザードマップ
についての周知を行った。

令和元年12月19日に改定された想
定最大規模降雨による残堀川流域
浸水想定区域図及び土砂災害警
戒区域を表示したハザードマップを
作成し、令和２年６月に全戸配布
済。昭島市防災ガイドブックを発行
し、風水害対策の中で、避難行動
判定フローを掲載し、全戸配布した
ハザードマップを確認するよう、周
知を図った。

災対法改正にあわせて、ハザード
マップにある避難情報の記載を更
新

実施済み 令和元年度に最新の浸水想定・土
砂災害警戒区域等を反映した洪
水・土砂災害ハザードマップを作成
し市内の全戸に配布した。

転入者の受付や出前講座の資料
などで随時配布

実施済み

⑦近隣市と連携した広域避難計
画及び崖線下の住人の段丘上
への避難計画の作成

・想定最大規模降雨に伴う洪水による浸
水により、市町内避難所数が不足する場
合や避難が市町内避難所より他市町の
方が適切と思われる場合等において、広
域避難計画（案）を作成

引き続き
実施

必要に応じて検討する 必要に応じて検討する。 今後、検討していく。 広域避難については可否も含めて
引き続き検討する。

今後、必要に応じて検討していく。 広域避難が想定される地区を対象
に調整

隣接市の施設との協定締結に向け
て取り組む。

広域避難計画の必要性に関連し
て、近隣自治体との協定締結状況
や必要性の意向を伺う。

⑧ダム放流情報を活用した避難
体系の確立

・ダム放流情報を活用した避難体系の確
立

引き続き
実施

必要に応じて検討する 必要に応じて検討する。 ダム放流情報を活用した避難体系
の運用について、検討していく。

必要に応じて検討していく。 今後、検討していく。 ダムの放流量と河川の水位の相関
関係が判明次第、避難体系の確立
を検討していく。

実施済み ダム放流情報の活用・検証 重要な情報として認識しているが、
避難体系の確立には至っていな
い。

ダムや堤防等の施設に係る機能や
避難の必要性・ダム放流等に関す
る情報提供を行った。

東京都の協力を得てダム放流に関
する情報を提供いただき、減災協
議会の場で周知を行っている。

⑨応急的な避難場所の確保 ・応急的な退避場所の確保
引き続き

実施

必要に応じて検討する 必要に応じて検討する。 避難場所として各地区の集会施設
等の活用を依頼

必要に応じて検討していく。 今後、検討していく。 令和元年台風19号対応により活用
した施設を中心に、確保を検討して
いく。

実施済み 自主避難所・臨時避難所の開設及
び応援協定による民間福祉施設の
活用

地域で自主避難所が開設及び運
用されている。

商業施設団体等と駐車場等の活用
について、包括的な協定を結び、区
市町村における避難先確保の取組
を支援。

危険な区域の中でも人命被害を軽
減するため、工事で発生する残土
等を活用し退避場所にも寄与する
高台等の確保や民間施設の活用
を促進する。

⑩要配慮者・外国人等への対応
等を考慮した避難計画の検討作
成および避難訓練の実施

・想定最大規模降雨に伴う洪水による要
配慮者利用施設への対応等を考慮した避
難計画の作成

引き続き
実施

市内の要配慮者利用施設に対し
て、避難確保計画の作成を依頼。

必要に応じて更新を行う。 土砂災害警戒区域・洪水浸水想定
区域内の要配慮者利用施設につ
いて、避難確保計画作成の支援を
行った。

地域防災計画に新たに要配慮者利
用施設24施設を地域防災計画に位
置付け、説明会等で避難確保計画
の作成及び避難訓練の実施におけ
る支援を行った。

今後、検討していく。 外国人に係る避難計画の作成を検
討する。

水防法及び土砂法の規定に基づ
き、要配慮者施設等へ避難確保計
画の作成を推進していく。

洪水浸水想定区域内の要配慮者
施設（特別養護老人ホーム、障害
者施設等）への情報提供や避難確
保計画の作成支援

作成に向けて検討

⑪マイ・タイムラインの取組推進
・住民一人一人の避難計画・情報マップの
作成促進
・講習会の実施

引き続き
実施

予定なし 市主催のマイ・タイムライン講習会
を実施していく。

出前講座等により、東京マイタイム
ラインの市民への啓発を行った。

東京都作成の「東京マイ・タイムラ
イン」の普及・啓発を図る。

・マイタイムラインの配布を随時実
施。
・自治会を対象とした防災講話にお
いて、マップの配布と説明を実施。

新たに追加した出前講座の実施に
より、取組みを推進していく。

順次市民に向けた講習会等を実施
していく。

町内会等に作成方法などの出前講
座を計画していたが、コロナ禍によ
り中止
市広報番組や市公式サイトで作成
方法などの動画を公開

東京マイタイムラインを市役所の総
合案内等で配布した。

マイタイムライン講習会の支援を継
続実施

⑫平時から水防災意識の向上を
図るため、案内板等の整備や電
柱等に想定浸水深などを標識と
して表示する「まるごとまちごと
ハザードマップ」の検討

・既設案内板の利活用を検討
・公共施設や電柱を中心に、看板の設置
を検討

引き続き
実施

今後、検討していく 多摩川洪水浸水想定区域の市所
有施設（４施設）に設置済み。

設置場所を含め、活用方法につい
て検討していく。

浸水想定区域にある電柱を中心
に、想定浸水深を示した看板を設
置した。

施設13か所および公園22か所への
浸水深を表示した。

引き続き検討する。 多摩川・大栗川浸水想定区域の電
柱に想定浸水深を示した巻き付け
看板を117箇所設置した。
また、聖蹟桜ヶ丘駅周辺の東京電
力路上機器に水害時に注意すべき
こと、浸水想定、避難所等を示した
ラッピング加工を行った。【Ｈ28】

協定を利用した電柱などへの広告
付避難所案内標識について、新た
な設置箇所について検討
対象地域の町内会などと意見交換
を実施

電柱広告利用の協定を締結してお
り、その活用について検討する。

⑬共助の仕組みの強化

・協議会等の場を活用して、避難時の声
かけや避難誘導等訓練及び出水時にお
ける実際の事例の情報を共有し、より充
実した取組を検討・調整。
・引き続き、協議会毎に地域包括支援セン
ター・ケアマジャーと連携した水害からの
高齢者の避難行動の理解促進に向けた
取組の実施およびその状況を共有。

引き続き
実施

引き続き、実施予定 避難行動の理解促進に向け、充実
したものになるよう、引き続き実施し
ていく。

ケアマネ-ジャーに対する出前講座
を実施した。

引き続き検討していく。 今後、地域包括支援センター、ケア
マジャーと連携し、取り組みを検討
予定。

例年10月の市総合防災訓練の時
期と合わせて、自主防災組織や民
生委員が避難行動要支援者名簿
に基づく安否確認訓練を実施して
いる。

洪水浸水想定区域内の避難行動
要支援者の個別避難計画の作成
に関し、介護事業者との調整を開
始した。

避難行動要支援者名簿の更新を
毎年行い、社会福祉協議会及び町
内会や消防団など避難支援等関係
者へ情報提供
個別避難計画作成について検討

協議会等の場を活用して、避難時
の声かけや避難誘導等訓練及び
出水時における実際の事例の情報
を共有し、より充実した取組を検
討・調整する。

関東地整
主な内容 目標時期

実施する機関

八王子市 青梅市 昭島市 日野市 多摩市 羽村市 あきる野市 東京都 気象庁福生市立川市
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■情報伝達、避難計画等に関する取組

⑭適切な土地利用の促進
・不動産関連事業者に対し、引き続き、研
修会等で水害リスク情報等に係る施策の
最新情報を説明。

引き続き
実施

適切に最新情報を説明している。 今後有効性を含め、検討していく。 洪水ハザードマップ等に関する問
い合わせに対応している。

必要に応じて検討していく。 過去の水害履歴、浸水想定区域等
に関する問い合わせについて、窓
口による説明を実施。

市内で宅地開発を予定している不
動産関連事業者に対しては、浸水
想定区域や土砂災害警戒区域等
を記載したハザードマップを窓口で
配布することなどにより周知してい
る。

研修会の実施予定はないが、防災
安全課窓口及び電話にて随時対応
を実施している。

ハザードマップ（洪水・土砂災害）及
び雨水幹線浸水予想区域図（東京
都作成）を防災安全課窓口で説明・
配布

不動産業者等に水害リスクについ
て説明している。

令和２年８月の改正宅地建物取引業法
の施行（水害ハザードマップを用いた重
要事項説明義務化）など水害リスク情
報等に係る施策の最新情報について、
不動産関連事業者団体に対し、講習会
において説明を行うとともに、団体会報
誌等による加盟各社への周知を依頼
するなど、業界団体と連携した情報共
有に取り組んだ。

浸水ナビ、ハザードマップポータル
サイト等により浸水想定区域等の
水害リスク情報を公表する。
立地適正化計画の作成を検討して
いる市町村のまちづくり部局に対
し、直接水害リスク情報を説明する
とともに不動産関連事業者に対し、
水害リスク情報等に係る施策の最
新情報を説明予定。

⑮気象情報発信時の「危険度の
色分け」や「警報級の可能性の
提供」を実施

・警報等における危険度の色分け表示
・「警報級の現象になる可能性」の情報提
供
・メッシュ情報の充実化

引き続き
実施

警報等発表時に、暴風や大雨の警
報級の時間帯が分かる危険度の
色分け表示を引き続き提供。
警報発表が見込まれる場合には、
早期注意情報（警報級の可能性）
を引き続き提供。
危険度分布（メッシュ情報）の愛称
を「キキクル」とし、国土地理院「ハ
ザードマップポータルサイト」の浸水
想定区域との重ね合わせ表示を引
き続き実施。
線状降水帯の発生を伝える「顕著
な大雨に関する情報」等の提供開
始。

２）ソフト対策の主な取組　(1)逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
■防災教育や防災知識の普及

①水災害の事前準備に関する
問い合わせ窓口の設置

・ハザードマップの見方などの水災害の事
前準備に関する問い合わせ窓口の設置

引き続き
実施

設置済み 防災課職員が問い合わせに対応
する

状況に応じて、電話対応を担う応援
職員を配置し、対応している。

設置済み 前年度と同様に対応した。 設置済み 専用窓口は設置していないが、防
災安全課窓口にて随時対応を実施
していく。

防災担当で対応しているが、必要
に応じて道路、下水道担当とも連携
して対応

状況に応じて、電話対応を担う応援
職員を配置し、市民対応にあたって
いる。

自治体と双方向のホットライン窓口
を設定し、気象の見通し等に係る解
説に対するほか、平常時からも問
い合わせに対応した。

河川事務所にて対応している。

②水防災意識社会の再構築の
ための説明会・講習会の開催

・水防災意識社会の再構築のための説明
会・講習会を開催

引き続き
実施

引き続き、実施予定 今後、水防災意識の向上を図るた
めの説明会・講習会について、実
施に向けて検討していく。

水防災意識の向上を図るための説
明会・講習会の実施に向けて検討
していく。

様々な機会をとらえ実施する。 現在のところは予定なし。
今後、必要性も踏まえ検討してい
く。

自主防災訓練等で啓発を行う。 土砂災害警戒区域等指定に向けた
住民説明会を実施する。また、地域
の訓練や学校の訓練等を活用し、
随時防災講話等を実施することで
水防災意識の向上を図っていく。

計画していた出前講座はコロナ禍
のため中止したが、防災バスツアー
や防災企画展を実施

自主防災組織による防災訓練の中
で啓発を行っている。

流域市町村の参加する会議や出前
講座、講習会などを通じて、防災気
象情報の利活用について説明を実
施した。
R３年度は、新型コロナウイルス感
染症拡大防止のため、参加してい
ない。

減災協議会の場を通して水防災意
識社会再構築に向けた関係機関の
情報共有を行っている。

③教員を対象とした講習会の実
施

・授業を実施する前に担当教員にも水災
害の知識を身につけていただくための講
習会を実施

引き続き
実施

引き続き、実施予定 教員を対象とした講習会について
は検討していない。

教員を対象とした講習会の実施を
検討していく。

様々な機会をとらえ実施する。 今年度は実施なし。
要望のあった学校に対して、教員
研修等の一環で実施する。

引き続き検討する。 教育委員会が主体となり実施して
いる。

例年、教育委員会が主体となり実
施している講習会を、今年度はコロ
ナ禍により中止

教職員の防災に関する研修を検
討。

京浜河川事務所及び流域自治体と
連携して普及啓発に取り組んだ。
R３年度は、新型コロナウイルス感
染症拡大防止のため、参加してい
ない。

協議会を通じて、『水防災教材集』
の配布や試行授業の支援を行いな
がら、教育委員会等と連携・協力し
て学校における防災教育の充実・
取組強化を図る。

④小学生を対象とした水防災教
育の実施

・小学校の総合学習授業の中で、水防災
教育の取組の実施

引き続き
実施

引き続き、実施予定 各校の安全指導の中で注意を促
す。

継続して、毎年教員に配付される
「安全教育プログラム」（東京都教
育委員会）によって、実施していく。

学校より要望があれば実施する。 要望のあった学校に対して、防災
教育の一環として実施した。（平山
小、七生小）

引き続き検討する。 市内学校の防災キャンプや防災学
習を通じて職員を派遣し防災講話
等を引き続き実施していく。

総合防災訓練はコロナ禍により中
止したが、各校で行う避難訓練等を
通して水防災教育を実施

五日市小学校において水防災教育
についての講演会を行った。

水害を含めた自然災害への対策等
を学べる「防災ノート～災害と安全
～」を都内小中学校の児童・生徒に
配布し、防災教育を推進している。
また、東京都総務局総合防災部が
都内小中学校等に配付している
「東京マイ・タイムライン」の授業等
における活用について各教育委員
会へ周知している。

京浜河川事務所及び流域自治体と
連携して普及啓発に取り組んだ。
R３年度は、新型コロナウイルス感
染症拡大防止のため、参加してい
ない。

協議会を通じて、『水防災教材集』
の配布や試行授業の支援を行いな
がら、教育委員会等と連携・協力し
て学校における防災教育の充実・
取組強化を図る。

⑤出前講座等の講習会の実施
・出前講座等の要望があれば積極的に参
加し、防災知識の普及啓発活動等の支援
を実施

引き続き
実施

引き続き、市民からの要望に応じ
て、実施した。

出前講座等を活用して説明を行っ
た。

出前講座を活用し、市民へ周知を
図った。

様々な機会をとらえ実施する。 自治会や自主防災組織に対して防
災講話を行った

要望があり次第、出前講座等を行
う。

地域の自主防災組織の訓練や地
域団体の出前講座の際に、職員を
派遣し、引き続き水害時における対
策の講話等を実施していく。

出前講座等を開催し、防災知識の
普及啓発活動等の支援を計画して
いたが、コロナ禍により中止

要望があった場合には、必要に応
じて実施する。
あきる野市防災・安心地域委員会
の本部委員に訓練を行った。
都立秋留台高校の要請により防災
教育を行った。

東京防災学習セミナーにおいて、
都内の団体に防災専門家を派遣
し、講義や意見交換を行った。

引き続き出前講座等を実施し、防
災知識の普及啓発を進めた。
R３年度は、新型コロナウイルス感
染症拡大防止のため、参加してい
ない。

京浜河川事務所では、自治体から
の依頼を受けて自治体主催の水防
訓練などに、降雨体験車や自然災
害体験車の派遣、風水害や地震に
関する説明パネルの展示を行って
いる。

⑥地域防災力の向上のための
人材育成

・市町村の取り組みを支援する専門家リス
トを作成
・専門家の派遣

引き続き
実施

地方公共団体における気象防災ア
ドバイザーの制度説明を行った。

・市町村の取り組みを支援する専
門家リストを作成
・要請に応じて専門家の派遣を行
う。

２）ソフト対策の主な取組　(2)洪水氾濫被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組
■水防活動の効率化及び水防体制の強化に向けた取組

①消防団と兼任する水防団への
連絡体制の確認と伝達訓練の
実施

・無線やメールなどを活用した情報伝達手
段の確保
・情報伝達訓練等の実施

引き続き
実施

消防団が水防団を兼務しており、
伝達の確認や実施については、日
頃の訓練や火災現場等に出動する
際の連絡方法と同様の体制で行っ
ている。

消防団詰所に無線を配備し、連絡
手段を確保している。
また、通常時から訓練等で無線を
活用している。

消防団無線の運用訓練を実施し
た。

情報伝達手段の確保として、タブ
レットを配備した。

前年度と同様 実施済み 情報伝達訓練内容の向上をはか
る。

総合防災訓練はコロナ禍により中
止したが、無線通信訓練等、日頃
から定期的に訓練を実施

無線機、消防団メールにより連絡
体制を確保し、通信訓練を実施す
る。

②消防団と兼任する水防団同士
の連絡体制の確保

・近隣の水防団の連絡体制の確保
引き続き

実施

電話のほか、無線やメールなどを
活用することで、情報伝達手段を確
保している。

消防団詰所に無線を配備し、連絡
手段を確保している。

消防団無線により連絡体制を確保
している。

情報伝達手段の確保として、タブ
レットを配備した

実施予定なし 実施済み 実施済み 無線、メール等により、連絡体制を
確保

実施済み

③消防団と兼任する水防団や地
域住民が参加する重要水防箇
所等の共同点検

・水防団や地域住民が参加する重要水防
箇所等の共同点検

引き続き
実施

合同巡視に参加
（６月10日、24日）

共同点検で地元住民へ周知してい
く。

共同点検に参加した。 適宜共同点検に参加していく。 水防団や地域住民が参加する重要
水防箇所等の共同点検を行った。

共同点検の際には積極的に参加し
ている。

多摩川・大栗川の共同点検に消防
団及び周辺自治会長等が参加す
る。

消防団等と重要水防箇所等の共同
点検に参加

河川事務所が実施する重要水防箇
所等の共同点検に参加する。

国が実施している重要水防箇所等
の共同点検に参加した。

京浜河川事務所が実施する共同点
検に参加した。

共同点検を毎年開催している。

④関係機関が連携した水防訓練
の実施

・合同水防訓練や水防管理団体が行う訓
練への参加

引き続き
実施

風水害を想定した市総合水防訓練
の実施
（新型コロナウイルス感染症感染拡
大防止ため中止）

昭島市・国立市・立川消防署・昭島
消防署とともに、合同水防訓練を実
施する予定だったが、コロナウイル
ス感染拡大状況を鑑み中止となっ
た。

土砂災害対応訓練時に実施してい
る水防訓練が中止とない、別途、水
防工法（土のう作製）訓練を実施し
た。

令和３年5月16日立川市・国立市・
昭島消防署・立川消防署とともに、
三市二署合同水防訓練を実施する
予定だったが、新型コロナウイルス
感染症の影響により中止となった。

コロナウイルス感染拡大に伴い、
R3年度は中止。次年度開催に向け
た検討を実施。

水防訓練を奇数年度に実施してい
る。令和3年度は新型コロナウイル
ス感染症の影響により中止となっ
た。

東京消防庁多摩消防署と合同で水
防訓練を実施する。
令和３年度においては、新型コロナ
ウイルスの感染拡大に伴い、規模
を縮小して実施する。

隔年実施の水防訓練について検討
（令和4年度実施）

今後、実施に向けて検討していく。 関係機関が実施する水防訓練に参
加した。また、区市町村との合同排
水ポンプ車訓練を実施した。

関係機関が実施する訓練に参加し
た。
R３年度は、新型コロナウイルス感
染症拡大防止のため、参加してい
ない。

自治体職員、協力会社、防災エキ
スパート、京浜河川事務所職員が
参加した水防訓練を行っている。

⑤水防活動の担い手となる水防
団体等の募集の促進

・広報紙やホームページ等で広く募集
引き続き

実施

広報誌、ＨＰ等での募集
ポスター掲示
イベントでのチラシ配布活動

広報誌、ＨＰ等での募集
ポスター掲示
イベントでのチラシ配布活動

市広報やホームページ、イベントで
消防団員の募集を行った。

ホームページ等で消防団員の募集
した。

広報誌、ホームページや窓口での
チラシ配布により消防団員の募集
を実施。

随時、市広報紙、HPやチラシの配
布等により募集を実施

消防団のfacebookページ等を活用
し、団員募集を行う。
市広報紙等を活用し、消防団のＰＲ
を行う。

市の広報、公式サイトの活用や、事
業所等へ働きかけて、消防団員の
募集を実施

消防団員募集をHP等で行う。消防
団協力事業所制度及び消防団サ
ポート事業を推進する。

⑥重要施設（市町村庁舎・災害
拠点病院・危険物取扱工場等）
管理者への情報伝達の充実

・市町村庁舎や災害拠点病院等の施設関
係者への情報伝達の充実
・早期復興を支援する事前の準備

引き続き
実施

情報伝達手段の拡充を検討する 必要に応じて検討する。 庁舎や災害拠点病院等の施設との
情報伝達方法について、検討して
いく。

必要に応じて検討していく。 前年度と同様 令和２年から令和４年までの間に、
避難施設や災害拠点病院などの重
要施設に移動系無線機を配備す
る。

災害拠点病院と情報伝達訓練を実
施する。その他の施設については
順次情報伝達態勢の方法を検討す
る。

連絡体制等について検討 連絡体制等について検討していく。 減災協議会を通じ、市町村庁舎や
災害拠点病院等に関する水害リス
ク情報の共有を実施。
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○令和3年度までの取り組み内容の確認

具体的な取組の柱

事　　項

具体的取組

関東地整
主な内容 目標時期

実施する機関

八王子市 青梅市 昭島市 日野市 多摩市 羽村市 あきる野市 東京都 気象庁福生市立川市

資料2-2多摩川上流部

２）ソフト対策の主な取組　(3)一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

■排水活動及び施設運用の強化に関する取組

①排水機場・樋門・水門等の情
報共有、排水手法等の検討を行
い、大規模水害を想定した排水
計画（案）を作成

・排水機場・樋門・水門等の情報共有、排
水手法等の検討を行い、大規模水害を想
定した排水計画（案）を作成

引き続き
実施

必要に応じて調整する。 今後、検討していく。 排水計画必要なし 未定 下水道BCP（台風編）作成検討 引き続き検討する。 今後、必要に応じて検討していく。 地域防災計画に「樋門・水門等の
情報共有」を記載

必要に応じて検討する。 氾濫時に配備可能な排水ポンプ車
について確認し、引き続き国作成
の排水計画の策定に協力していく。
国と連携し大規模水害時における
排水作業準備計画を作成した。

排水作業準備計画を策定

②排水訓練の実施 ・排水訓練の実施
引き続き

実施

必要に応じて調整する。 今後、検討していく。 排水計画必要なし 未定 排水訓練の実施予定なし 引き続き検討する。 実施に向けて検討していく。 排水訓練の実施について検討 必要に応じて検討する。 排水訓練を継続して実施している。

③浸水被害軽減地区の指定

・洪水浸水想定区域内（隣接・近接する区
域を含み、河川区域を含まない）で、浸水
の拡大を抑制する効用があると認められ
る輪中堤等の盛土構造物、自然堤防等を
指定

引き続き
実施

必要に応じて調整する。 実施予定なし。 予定なし 未定 現在のところは予定なし。 適切な地区がないため、実施の予
定がない。

実施に向けて検討していく。 予定なし 過去の浸水情報や周辺の地形状
況等から、盛土構造物等の浸水拡
大抑制に係る有用性等について情
報提供や助言を行う。

コロナ禍により、対面での会議
や研修、説明会の開催が困難
であることから平常時からオン
ラインを活用して各種取組を進め
た。

「大規模氾濫に関する減災対策」の
各取組を取り込んだ東京都地域防
災計画（風水害編）の改定を実施。

自由回答欄

「大規模氾濫に関する減災対策」の取り組みを踏まえ
地域防災計画に追記する予定の項目・内容
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○令和3年度までの取り組み内容の確認

具体的な取組の柱

事　　項

具体的取組

１）ハード対策の主な取組

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

①防災行政無線の改良、防災ラ
ジ オ 等 の配 布、 防災 無線 テ レ
フォンサービスの導入

・防災行政無線の改良、防災ラジオ等の
配布、防災行政無線テレフォンサービスの
導入、デジタル化、難聴地区の解消等

引き続き
実施

・災害情報の一元化を目的として「大田区総
合防災情報システム」を構築するとともに、
区民へ適時適切に情報提供ができるよう「大
田区防災ポータル」「防災アプリ」を導入し
た。
・令和3年9月、新たに導入した情報ツールを
発災時に有機的に活用できるよう、情報伝
達訓練を実施した。
・６月にマイ・タイムライン講習会、７月には区
報防災特集号を全戸配布し、風水害対策や
情報収集方法手段について周知した。

・防災行政無線放送とケーブルテレビ放
送との連携

・防災行政無線応答サービスの継続運
用

防災行政無線テレフォンサービスの実施
多回線音声応答装置の再整備
ツイッター及び登録制のメール配信サービ
スの実施
防災行政無線デジタル化の推進

防災行政無線のデジタル化の整備を進め
ているほか調布市防災・安全情報メール
の配信を実施している。

●防災行政無線テレフォンサービスの導
入した。
●防災行政無線の戸別受信機を浸水想
定区域内の世帯に無償貸与した。

H28年度に防災行政無線のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化を
行ったため、今後課題があれば適宜対応
していく。
災害協定を締結しているコミュニティFMに
よる緊急情報を聴くことができる自動起動
機能付きFMラジオの避難行動要支援者
への貸与事業を開始した。

令和3年度までの五箇年計画により無線
設備の更新を行う。またこの更新に併せ
デジタル方式へ移行する。
防災行政無線放送による緊急放送につい
ては、SNS等でテキスト配信する他、緊急
放送が割り込まれる「防災ラジオ」を令和3
年度に購入し、令和4年度以降に区民に
販売をする。
防災行政無線放送内容を確認できる「防
災行政無線放送確認ダイヤル」を配備し
た。

②浸水時においても災害対応を
継続するための施設の整備及び
自家発電装置等の耐水化

・浸水時においても災害対応を継続するた
めの施設の整備、自家発電装置等の耐
水化及び上層階への設置

実施済み

・洪水時における浸水被害を想定し、区庁舎
の各機能確保するため、浸水対策工事を実
施。具体的には「防水板工事」「パネル塞ぎ
工事」等を令和3年度に実施。※現段階では
「計画規模」の洪水・浸水被害に対して対応
が可能なレベル。
・大規模災害により長期間停電が想定される
ため、災害対策本部が継続的に機能できる
よう、非常用蓄電池を増設予定。

仮移転した二子玉川分庁舎は多摩川洪
水浸水想定区域にあるため、状況次第で
は、水防活動の拠点を新たな場所に移す
体制を整えた。

実施済み

③水防活動を支援するための新
素材・新技術等を含めた水防資
機材の配備

・水防活動を支援するための新素材・新技
術等を含めた水防資機材等の配備
・大規模水害に備えた水防資機材の拡充

引き続き
実施

・令和2年度に排水ポンプ車を購入し、区とし
て2台の所有とした。また、円滑な排水活動
のため、排水ポンプ車操作訓練及び可搬式
排水ポンプ訓練を実施した。
・配備している資機材について定期的に点検
し、適切な維持管理を行っている。

新たに導入した資器材について、出水期
前に操作研修及び点検等を行った。

資機材の拡充について引き続き検討して
いく。【随時】

資機材の拡充について引き続き検討して
いく。【随時】

●令和２年度に排水ポンプを１台購入し
た。
●資機材の拡充について引き続き検討し
ていく。【随時】

排水ポンプユニットを導入した。 新素材のＵＶ土のう袋を3,000枚購入した。 適宜、水防資機材の更新及び適切な管理
を行った。

大規模水害に備えた水防資機材の拡充
を図っている。

④消防団と兼任する水防団の円
滑な水防活動を支援するための
簡易水位計や量水標、CCTVカメ
ラ等の設置

・消防団と兼任する水防団と円滑な水防
活動を支援するための簡易水位計や量水
標、CCTVカメラ等の設置

引き続き
実施

調布排水樋管に水位計，監視カメラを設
置。

危機管理型水位計や量水標、CCTVカメラ
等の設置を行っている。

２）ソフト対策の主な取組　(1)逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

①住民の避難行動、迅速な水防
活動を支援するための水位計や
ライブカメラのリアルタイムの情
報提供

・洪水予報等の情報発信（洪水予報等）の
実施
・水位計の情報やライブカメラの映像をリ
アルタイムで提供

引き続き
実施

大田区防災ポータル・防災アプリ等を通じ
て、河川水位状況や気象警報等を提供して
いる。

京浜河川事務所の広域情報ネットワーク
に接続し、区が多摩川の河川監視ライブ
カメラ映像をリアルタイムに確認できるよ

う、整備を完了した。

調布排水樋管の水位，監視カメラ映像をリ
アルタイムで河川情報ポータルサイトにお
いて情報提供している。

排水樋管に水位計、監視カメラ、流向計等
を設置し、一定の水位となった場合にイン
ターネット上で各種情報の提供を開始し
た。

・都管理河川において、河川監視カメラを
増設した。

洪水予報等の情報発信（洪水予報等）の
実施水位計の情報やライブカメラの映像
をHPで発信している。

②避難勧告の発令に着目したタ
イムラインの作成

・タイムラインを検証し見直しを実施
・チェックリストを活用したタイムラインを作
成

引き続き
実施

・３種のタイムライン（大型台風、長期降雨、
ゲリラ豪雨）を作成している。
・避難情報の発令基準については、気象庁
や東京都が発表する相当情報や河川の水
位基準等をもとに定めているが、実際は複
合的な災害の発生を鑑みた上での発令にな
ることが想定される。

タイムラインを関係機関と共有し、随時お
互いの水防態勢時の動きを確認した。

計画規模降雨における洪水を対象とした
タイムラインはすでに策定済みである。想
定最大規模降雨における洪水を対象とし
たタイムラインに関しても策定済み。【Ｈ
30】

状況の変化に応じマニュアルの見直しを
図っていく。【随時】

災害対策基本法の改正を踏まえ、避難情
報の変更についてタイムラインに反映し
た。

・実施済み。
・令和元年東日本台風対応等を踏まえ、
見直しを行った。
・市タイムラインに基づく各部タイムライン
を作成した。

多摩川を想定した避難基準および避難場
所について検討中である。

多摩川流域市からの問合せに対応できる
よう準備した。

多摩川タイムラインの策定を行い、現在検
討部会にて運用支援を行っている。

③タイムラインに基づく首長・地
域住民等も参加した実践的な訓
練の実施

・ロールプレイング等の実践的な訓練を実
施
・地域住民を含めた訓練への拡充

引き続き
実施

・地域住民が参加する訓練については、新
型コロナウイルス感染症の影響もあり未実
施。
・事務局の訓練については、大田区災害対
策本部運営訓練として実施。

避難情報の判断基準伝達マニュア
ル、タイムラインに基づき、首長が参加
した訓練の実施

水防月間中に関係課を集めた水防応急
対策室連絡会議を書面開催し、水害発生
時の対応についてタイムラインを活用した
共通認識を図った。

避難所開設訓練にあわせて要配慮者等
避難バスの運行訓練や災害対策本部審
議訓練を実施。

タイムラインを含む風水害対応マニュアル
について、避難情報の変更を反映し、関
係部署を含め共有を図った。首長等の訓
練参加については今後検討していく。

水防訓練において、避難所開設運営訓
練、樋管対応訓練、災害対策本部運営訓
練を実施した。避難所ごとに地域住民で
組織する避難所運営協議会には参加い
ただいたが、新型コロナウイルス感染症の
状況を踏まえ、一般市民の参加は見送っ
た。

多摩川を想定とした訓練は実施していな
い。

多摩川タイムライン訓練に参加した。 令和3年5月12日にあきる野市、羽村市、
川崎市、大田区、稲城市において、タイム
ラインに基づき首長も参加した実践的な情
報伝達訓練を実施

④タイムラインの高度運用の検
討

・避難勧告等発令の対象区域、判断基準
等の確認
・多機関連携型タイムラインの拡充

引き続き
実施

京浜河川事務所が主催する多摩川タイムラ
イン検討会に参加。令和4年1月20日には、
京浜河川事務所主導のもと、多摩川タイムラ
イン運用訓練を実施。

タイムライン検討部会の取組みを踏まえ
対応

多摩川タイムラインチェックシートを活用し
た訓練を実施した。

調布市地域防災計画（令和３年修正）に
て，避難情報発令の判断基準となる水位
情報や多機関連携型のタイムラインを掲
載している。

多摩川タイムラインチェックシートを活用し
事務局内で訓練を実施予定。

国等の関係機関と連携してタイムラインの
高度運用に向けて検討を継続した。

策定している避難情報の発令判断基準に
則って発令することがなかった（実績な
し）。

引き続き区市町村の取組みを支援した。 多摩川タイムラインの高度運用の検討に
ついて関係機関と連携し検討を行った。

多摩川タイムラインの策定を行い、現在検
討部会にて運用支援を行っている。

⑤ハザードマップポータルサイト
における水害リスク情報の充実

・ハザードマップポータルサイトにおける水
害リスク情報の充実（洪水、土砂災害、津
波等）

引き続き
実施

住民の方々の避難を迅速化し「逃げ遅れ
ゼロ」を目指す取組みの一つとして、 全国
109 水系の国管理河川における洪水浸水
想定区域（想定最大規模）を国土交通省
ハザードマップポータルサイトの「重ねる
ハザードマップ」で簡単に確認できるよう
に改良している。

⑥想定最大規模降雨による洪水
ハザードマップの改良、周知、活
用

・想定最大規模降雨による洪水を対象とし
た洪水ハザードマップの策定

引き続き
実施

・想定最大規模降雨に係る浸水予想区域図
等をもとに水害時緊急避難場所や避難行動
に関するフローチャートを掲載したハザード
マップを作成している。
・災対法改正に伴う避難情報の変更を反映
する改訂を行い、主に転入者に対して窓口
等にて配布。

昨年度作成したハザードマップを避難情
報の名称などを変更し、改訂した。

想定最大規模降雨における洪水浸水想
定区域を表示したハザードマップを策定、
全戸配布済み【H29】
引き続き転入者にも配布予定。

平成３０年度に策定し、全戸配布済み。策
定済みの多摩川洪水ハザードマップを活
用していく。令和３年度に内水ハザード
マップを追加し全戸配布を実施した。

想定最大規模降雨による洪水を対象とし
た洪水ハザードマップを策定済み。
内水ハザードマップを作成し、全戸配布し
た。

想定最大規模降雨における洪水浸水想
定区域を表示したハザードマップを、住民
に周知した。

⑦近隣市区と連携した広域避難
計画の作成及び都市部における
垂直避難の検討

・想定最大規模洪水による浸水により、市
内避難所数が不足する場合や避難が市
内避難所より他市の方が適切と思われる
場合等において、広域避難計画（案）を作
成または都市部における垂直避難の検討

引き続き
実施

内閣府・東京都主催の広域避難検討会及び
ＷＧに参加し、対応を検討。
また、東京都から提供された浸水深のデータ
をもとに垂直避難の検討を実施。

近隣自治体への避難も含めた広域避難
計画を検討していく。

広域避難計画の必要性に関連して、近隣
自治体との協定締結状況や必要性の意
向を伺う。

⑧ダム放流情報を活用した避難
体系の確立

・ダム放流情報を活用した避難体系の確
立

引き続き
実施

ダム放流情報を用いた避難対策について、
研究を実施。

国や都の活用指針等に基づき、ホットライ
ンによる連携も含め、運用の検討

ダム放流情報を活用した避難体系の確立
を検討した。

小河内ダムの放流情報を避難勧告発令
等の判断材料として使用することとなって
いる。マニュアル等への掲載については
実施中である。

ダム放流が与える河川水位への影響につ
いては継続して研究していく。

ダム放流情報を活用した避難体系を検討
する。

品川区内該当なし。 ダムや堤防等の施設に係る機能や避難
の必要性・ダム放流等に関する情報提供
を行った。

東京都の協力を得てダム放流に関する情
報を提供いただき、減災協議会の場で周
知を行っている。

⑨応急的な退避場所の確保 ・応急的な退避場所の確保
引き続き

実施

区立施設及び民間施設を避難先として活用
することについて検討を実施。

近隣の高い建物への避難等（避難方法含
む）についての周知を図り、理解を促し
た。

引き続き、小中学校の避難スペースの拡
充、災害協定の締結による避難所の拡充
など、避難所の確保を検討する。。

近隣の高い建物への避難等（避難方法含
む）についての周知を図ると共に，災害協
定の締結による指定緊急避難場所の拡
充に向けて調整を図った。

令和2年度に市内都立学校２校と風水害
時の指定緊急避難場所として利用するた
めの協定締結を行った。

近隣市と連携し、味の素スタジアムを避難
場所として活用する協定を締結した。

自主避難施設を開設する事象が発生しな
かった。

商業施設団体等と駐車場等の活用につ
いて、包括的な協定を結び、区市町村に
おける避難先確保の取組を支援。

危険な区域の中でも人命被害を軽減する
ため、工事で発生する残土等を活用し退
避場所にも寄与する高台等の確保や民間
施設の活用を促進する。

⑩要配慮者利用施設への対応
等を考慮した避難計画の作成お
よび避難訓練の実施

・想定最大規模降雨に伴う洪水による要
配慮者利用施設への対応等を考慮した避
難計画の作成

引き続き
実施

・要配慮者のためのマイ・タイムライン講習会
を、７月に介護事業所、地域福祉コーディ
ネーター、要配慮者利用施設等の支援者を
対象に実施した。また、11月に要配慮者及び
関係者を対象に実施した。
・水害時の避難支援度の高い方を水害時ハ
イリスク者として把握し、対策を検討してい
る。
・令和3年12月に要配慮者利用施設における
避難確保計画に関する講習会を開催した。

避難確保計画作成や避難訓練の実施に
向けて、周知を行った。

引き続き、策定済みの浸水想定区域内の
要配慮者施設における避難確保計画の
見直し等に関する対応
未提出施設への対応

作成支援シートを市HPに掲載したうえで，
各施設に連絡し，計画策定を促した。

避難計画作成については、各施設を訪問
し作成方法等について説明した。
要配慮者利用施設との連絡訓練を継続
実施していく。

要配慮者利用施設に対して避難確保計
画策定の支援を行い、全ての対象施設で
計画が策定された。（予定）

地域防災計画で指定した要配慮者利用施
設に対し、避難確保計画の作成支援を行
い、対象施設の計画作成率100％の達成
を図った。

⑪マイ・タイムラインの取組推進
・住民一人一人の避難計画・情報マップの
作成促進
・講習会の実施

引き続き
実施

新型コロナウイルス感染症対策を講じて、・
自治会・町会を始めとした各種団体に向けて
風水害の講話を行い、マイ・タイムラインや要
配慮者支援の重要性を周知した。マイ・タイ
ムラインの作成方法や大田区ハザードマップ
（風水害編）の見方を解説した動画を作成
し、YouTube等で公開した。

東京都と連携し、東京マイ・タイムラン作成
のワークショップを開催予定であったが、
新型コロナウイルス感染症の流行に伴
い、開催できなかった。

出前講座等を通じた周知・啓発を実施して
いる。

地域住民への普及啓発として，講演会を
実施

出前講座等を実施する中でマイタイムライ
ンの紹介を行った。

市民向けマイ・タイムラインの講習会を開
催した。

区民向けにマイタイムラインを含む防災
ワークショップを実施しようとしたが、新型
コロナウイルス感染症対策のため、実施し
なかった。

マイタイムライン講習会の支援を継続実施

⑫平時から水防災意識の向上を
図るため、案内板等の整備や電
柱等に想定浸水深などを標識と
して表示する「まるごとまちごとハ
ザードマップ」の検討

・既設案内板の利活用を検討
・公共施設や電柱を中心に、看板の設置
を検討

引き続き
実施

まるごとまちごとハザードマップの活用につ
いて、検討を実施。
（なお、地域からは浸水深の標示を懸念する
意見有。）

設置の反響を受けて、今後の取組につい
て検討を進めた。

電柱への想定浸水深の表示板設置を完
了した。

設置個所を増やし，市内の多摩川浸水想
定区域内の電柱に合計７２ヶ所浸水深表
示を設置した。

必要に応じて、整備については検討して
いく。

想定浸水深などを標識として電柱に表示
した。

公共施設や電柱等に看板を設置するよう
検討していく。
（既に、公共施設や電柱等には、海抜表
示板や津波避難施設看板は設置してい
る。）

主な内容 目標時期

実施する機関

大田区 世田谷区 府中市 調布市 国立市 狛江市 品川区 東京都 気象庁 関東地整
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○令和3年度までの取り組み内容の確認

具体的な取組の柱

事　　項

具体的取組

主な内容 目標時期

実施する機関

大田区 世田谷区 府中市 調布市 国立市 狛江市 品川区 東京都 気象庁 関東地整

資料2-2多摩川下流部左岸

２）ソフト対策の主な取組　(1)逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

⑬共助の仕組みの強化

・協議会等の場を活用して、避難時の声
かけや避難誘導等訓練及び出水時にお
ける実際の事例の情報を共有し、より充
実した取組を検討・調整。
・引き続き、協議会毎に地域包括支援セン
ター・ケアマジャーと連携した水害からの
高齢者の避難行動の理解促進に向けた
取組の実施およびその状況を共有。

引き続き
実施

・要配慮者のためのマイ・タイムライン講習会を、
７月に介護事業所、地域福祉コーディネーター、
要配慮者利用施設等の支援者を対象に実施し
た。また、11月に要配慮者及び関係者を対象に
実施した。
・水害時の避難支援度の高い方を水害時ハイリス
ク者として把握し、対策を検討している。
・令和3年12月に要配慮者利用施設における避難
確保計画に関する講習会を開催した。

協議会の取組を共有し、より充実した取組
を検討、調整

自主防災連絡会や「自主防災ふちゅう」等
の機会を捉え、引き続き情報の共有し共
助の仕組みの強化を図る。

所管部署において地域包括支援センター
等と定期的に会議を行い，情報共有を実
施

令和３年度は実施なし。令和４年度以降
は実施を検討していく。

なし 区民向けに風水害の内容を含む防災
ワークショップを実施しようとしたが、新型
コロナウイルス感染症対策のため、実施し
なかった。

⑭適切な土地利用の促進
・不動産関連事業者に対し、引き続き、研
修会等で水害リスク情報等に係る施策の
最新情報を説明。

引き続き
実施

大田区ハザードマップ（風水害編）を活用し
た不動産関係団体への説明について、手法
も含め今後研究していく。

不動産関連事業者の求めに応じて、研修
会等で水害リスク情報等に係る施策の最
新情報を説明

不動産関連事業者等に対して、水害リス
ク情報等に係る情報の説明市を、防災危
機管理課で引き続き実施する。

水害リスク情報等について、不動産関連
事業者に対し、ホームページ等により周知
を行っている。
令和３年10月１日から調布市建築物浸水
予防対策に関する要綱を制定し，洪水ハ
ザードマップの浸水想定区域における建
築物の計画に対し，浸水予防対策実施届
出書の提出を求めている。

不動産関連事業者に対し、引き続き、防
災安全課窓口等で水害リスク情報等に係
る施策の最新情報を説明

なし 研修会等は実施していないが、ホーム
ページにてハザードマップ等を公開し、周
知した。また、ホームページの情報は最新
の情報に更新している。

令和２年８月の改正宅地建物取引業法の施行
（水害ハザードマップを用いた重要事項説明義
務化）など水害リスク情報等に係る施策の最新
情報について、不動産関連事業者団体に対
し、講習会において説明を行うとともに、団体
会報誌等による加盟各社への周知を依頼する
など、業界団体と連携した情報共有に取り組
んだ。

浸水ナビ、ハザードマップポータルサイト
等により浸水想定区域等の水害リスク情
報を公表する。
立地適正化計画の作成を検討している市
町村のまちづくり部局に対し、直接水害リ
スク情報を説明するとともに不動産関連
事業者に対し、水害リスク情報等に係る
施策の最新情報を説明予定。

⑮気象情報発信時の「危険度の
色分け」や「警報級の可能性の
提供」を実施

・警報等における危険度の色分け表示
・「警報級の現象になる可能性」の情報提
供
・メッシュ情報の充実化

引き続き
実施

警報等発表時に、暴風や大雨の警報級
の時間帯が分かる危険度の色分け表示
を引き続き提供。
警報発表が見込まれる場合には、早期注
意情報（警報級の可能性）を引き続き提
供。
危険度分布（メッシュ情報）の愛称を「キキ
クル」とし、国土地理院「ハザードマップ
ポータルサイト」の浸水想定区域との重ね
合わせ表示を引き続き実施。
線状降水帯の発生を伝える「顕著な大雨
に関する情報」等の提供開始。

２）ソフト対策の主な取組　(1)逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

①水災害の事前準備に関する問
い合わせ窓口の設置

・ハザードマップの見方などの水災害の事
前準備に関する問い合わせ窓口の設置

引き続き
実施

防災危機管理課にて対応。 引き続き、災害対策課、各総合支所地域
振興課にて対応した。

引き続き防災危機管理課で対応していく。 災害対策に係る問合せは基本的に総合
防災安全課にて対応している。

災害対策に係る問合せは基本的に防災
安全課にて対応している。

市の防災担当課で対応していく。【継続】 水害に関係する部署で対応している。 自治体と双方向のホットライン窓口を設定
し、気象の見通し等に係る解説に対する
ほか、平常時からも問い合わせに対応し
た。

河川事務所にて対応している。

②水防災意識社会の再構築の
ための説明会・講習会の開催

・水防災意識社会の再構築のための説明
会・講習会を開催

引き続き
実施

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
の観点から、大田区YouTubeチャンネルにて
水防災講習会の動画を配信した。

引き続き、各施設からの要望に応じて、説
明会、講演会を実施した。

引き続き地域自主防災連絡会等におい
て、ハザードマップ等を活用した防災対策
についての研修・学習を行っていく。

水防災意識の向上を図るための説明会・
出前講座を実施。

地域からの要請により、水防災意識の向
上を図るための講習会を複数回実施し
た。

市民向け講演会の開催を検討する。 水防災意識の向上を図るため、区民向け
の説明会・講習会「しながわ防災学校」に
ついて、令和2年3月7日に実施を予定して
いたが、新型コロナウイルス感染症対策
のため、中止となった。

流域市町村の参加する会議や出前講座、
講習会などを通じて、防災気象情報の利
活用について説明を実施した。
R３年度は、新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、参加していない。

減災協議会の場を通して水防災意識社会
再構築に向けた関係機関の情報共有を
行っている。

③教員を対象とした講習会の実
施

・授業を実施する前に担当教員にも水災
害の知識を身につけていただくための講
習会を実施

引き続き
実施

教員を対象として講習会の実施を検討。 教員を対象として講習会等の実施を検討
した。

今後、教員を対象として講習会の実施を
検討していく。

今後、教員を対象とした講習会の実施を
検討していく。

今後、教員を対象とした講習会の実施を
検討していく。

教員を対象として講習会の実施を検討し
ていく。

今後、教員を対象として講習会の実施を
検討していく。

京浜河川事務所及び流域自治体と連携し
て普及啓発に取り組んだ。
R３年度は、新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、参加していない。

協議会を通じて、『水防災教材集』の配布
や試行授業の支援を行いながら、教育委
員会等と連携・協力して学校における防
災教育の充実・取組強化を図る。

④小学生を対象とした水防災教
育の実施

・小学校の総合学習授業の中で、水災害
教育の取組の実施

引き続き
順次実施

子ども向け防災ハンドブックの配布を引き続
き実施。

学校の防災訓練等で、水防に関する内容
について加えていけるか検討した。

今後、実施については検討していく。 今後、学区域が浸水想定区域内の学校
において、風水害に係る防災教育の実施
について検討していく。

例年、市内小中学校にて防災訓練を実施
しているが、令和3年度については新型コ
ロナウイルス感染症の影響により実施で
きなかった。令和4年度については状況を
見ながら実施する方向で検討していく。

小学校での水防災教育に協力した。 今後、水防災教育について検討していく。 水害を含めた自然災害への対策等を学
べる「防災ノート～災害と安全～」を都内
小中学校の児童・生徒に配布し、防災教
育を推進している。また、東京都総務局総
合防災部が都内小中学校等に配付してい
る「東京マイ・タイムライン」の授業等にお
ける活用について各教育委員会へ周知し
ている。

京浜河川事務所及び流域自治体と連携し
て普及啓発に取り組んだ。
R３年度は、新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、参加していない。

協議会を通じて、『水防災教材集』の配布
や試行授業の支援を行いながら、教育委
員会等と連携・協力して学校における防
災教育の充実・取組強化を図る。

⑤出前講座等の講習会の実施
・出前講座等の要望があれば積極的に参
加し、防災知識の普及啓発活動等の支援
を実施

引き続き
実施

新型コロナウイルス感染症の影響により出
前講座の依頼は減少したが、要望があれば
感染症対策を講じて出前講座を実施した。

引き続き、各施設からの要望に応じて、説
明会、講演会を実施した。

出前講座等を通じた周知・啓発を実施して
いる。

出前講座等を通じた周知・啓発を実施して
いる。

出前講座等により、防災知識の普及啓発
活動を実施した。

市民から出前講座等の要望があれば啓
発となる活動を行う。【継続】

多摩川を想定とした出前講座等の講習会
は実施していない。

東京防災学習セミナーにおいて、都内の
団体に防災専門家を派遣し、講義や意見
交換を行った。

引き続き出前講座等を実施し、防災知識
の普及啓発を進めた。
R３年度は、新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、参加していない。

京浜河川事務所では、自治体からの依頼
を受けて自治体主催の水防訓練などに、
降雨体験車や自然災害体験車の派遣、
風水害や地震に関する説明パネルの展
示を行っている。

⑥地域防災力の向上のための
人材育成

・市町村の取り組みを支援する専門家リス
トを作成
・専門家の派遣

引き続き
実施

地方公共団体における気象防災アドバイ
ザーの制度説明を行った。

・市町村の取り組みを支援する専門家リス
トを作成
・要請に応じて専門家の派遣を行う。

２）ソフト対策の主な取組　(2)洪水氾濫被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に向けた取組

①消防団と兼任する水防団等へ
の連絡体制の確認と伝達訓練の
実施

・無線やメールなどを活用した情報伝達手
段の確保
・情報伝達訓練等の実施

引き続き
実施

引き続き実施。 引き続き、各種会議等を通じて、状況確認
や課題の検討を行った。

水防訓練や火災予防週間の機を捉え、無
線による通信訓練を引き続き実施してい
く。

他の訓練等の機会を捉えて、情報連絡訓
練を行っている。

例年、消防団による風水害対応訓練を
行っているが、今年度は台風接近により
実施できなかった。

適宜訓練等で実施していく。【継続】 風水害訓練等で実施する予定であった
が、新型コロナウイルス感染症対策のた
め、訓練の規模を縮小し、情報伝達訓練
は実施しなかった。

②消防団と兼任する水防団同士
の連絡体制の確保

・近隣の水防団の連絡体制の確保
引き続き

実施

引き続き実施していく。 引き続き、各種会議等を通じて、状況確認
や課題の検討を行った。

防災無線等を配置し、連絡体制を確保し
ている。

消防団には、防災無線の他、連絡用簡易
無線機を配置し，管理を行っている。

ＭＣＡ無線を配置し、連絡体制を確保して
いる。
また、分団内においては市と異なる無線
機により連絡体制を確保している。

分団間は、市とは異なる無線機により連
絡体制を確保している。【継続】

各消防署を通じた連絡体制を確保してい
る。

③消防団と兼任する水防団や地
域住民が参加する重要水防箇
所等の共同点検

・水防団や地域住民が参加する重要水防
箇所等の共同点検

引き続き
実施

京浜河川事務所主催の多摩川共同点検に
参加。

今年度の共同点検では、新型コロナウイ
ルス感染症の流行に伴い、地域住民の参
加ができなかった。

引き続き国が実施する共同点検に近隣自
治会の参加を呼び掛ける。

国が実施する重要水防箇所合同点検に
参加した。

都、国が実施する共同点検への参加を検
討していく。
→令和3年度においては開催しておりませ
ん。

重要水防箇所等の共同点検に参加する。 国が実施している重要水防箇所等の共同
点検に参加した。

京浜河川事務所が実施する共同点検に
参加した。

共同点検を毎年開催している。

④関係機関が連携した水防訓練
の実施

・合同水防訓練や水防管理団体が行う訓
練への参加

引き続き
実施

・新型コロナウイルス感染拡大予防のため、
職員のみによる排水ポンプ車操作訓練及び
可搬式排水ポンプ訓練を実施した。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に
伴い、例年の合同水防訓練は中止した
が、関連機関に協力を得て、水防実技研
修を実施した。

消防署や消防団と連携した合同水防訓練
訓練を実施した。。

新型コロナウイルス感染症の影響により、
消防署、消防団及び市職員等関係者の
みで実施した。今後も年１回、消防署、消
防団等と連携して合同水防訓練を実施し
ていく。

近隣消防団、消防署、消防団等と連携し、
年に一度多摩川の氾濫を想定した合同水
防訓練を実施しているが、令和3年度につ
いては新型コロナウイルス感染症の影響
により中止となった。

京浜河川事務所や東京管区気象台、調
布市、消防団等と連携した水防訓練を実
施した。

区、消防による合同水防訓練を実施する
予定であったが、新型コロナウイルス感染
症対策のため、実施しなかった。

関係機関が実施する水防訓練に参加し
た。また、区市町村との合同排水ポンプ車
訓練を実施した。

関係機関が実施する訓練に参加した。
R３年度は、新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、参加していない。

自治体職員、協力会社、防災エキスパー
ト、京浜河川事務所職員が参加した水防
訓練を行っている。

⑤水防活動の担い手となる水防
団等の募集の促進

・広報紙やホームページ等で広く募集
引き続き

実施

・消防署と連携し、防災週間や防災とボラン
ティア週間に合わせて入団促進をの広報を
実施している。

区の広報誌に掲載し、人員の募集に協力
した。

市職員を含め消防団加入促進などを行
なっていく。

建設・土木に係る団体と協定を締結してお
り、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り，今年度は規模を縮小したものの、協力
して訓練を実施した。来年度以降訓練等
にも参加していただく予定。

引き続き、区職員を含め消防団加入促進
などを行なった。

⑥重要施設（市町村庁舎・災害
拠点病院・危険物取扱工場等）
管理者への情報伝達の充実

・市町村庁舎や災害拠点病院等の施設関
係者への情報伝達の充実
・早期復興を支援する事前の準備

引き続き
実施

・災害情報の一元化を目的として「大田区総
合防災情報システム」を構築するとともに、
区民へ適時適切に情報提供ができるよう「大
田区防災ポータル」「防災アプリ」を導入し
た。
・令和3年9月、新たに導入した情報ツールを
発災時に有機的に活用できるよう、情報伝
達訓練を実施した。

庁舎間で無線機を使用し、定期的に通信
訓練を行った。

災害拠点病院については、情報連携訓練
を実施している。

市庁舎や災害拠点病院等の関係施設に
は，調布市防災行政無線（移動系）やＭＣ
Ａ無線を配備している。

対応方法については訓練を通して検討し
ていく。

災害拠点病院には市及び都の防災行政
無線を配備している他、IP無線機を配備
し、災害医療コーディネーターを含む医療
関係者間の情報伝達手段を確保してい
る。

区有施設や区内学校および病院・社会福
祉施設等と、無線通信機を使用し、定期
的に通信訓練を行っている。

減災協議会を通じ、市町村庁舎や災害拠
点病院等に関する水害リスク情報の共有
を実施。
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○令和3年度までの取り組み内容の確認

具体的な取組の柱

事　　項

具体的取組

主な内容 目標時期

実施する機関

大田区 世田谷区 府中市 調布市 国立市 狛江市 品川区 東京都 気象庁 関東地整

資料2-2多摩川下流部左岸

２）ソフト対策の主な取組　(3)一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

■排水活動及び施設運用の強化に関する取組

①排水機場・樋門・水門等の情
報共有、排水手法等の検討を行
い、大規模水害を想定した排水
計画（案）を作成

・排水機場・樋門・水門等の情報共有、排
水手法等の検討を行い、大規模水害を想
定した排水計画（案）を作成

引き続き
実施

東京都との通信訓練等を通じ、連絡体制の
更なる強化に引き続き努める。

排水計画を整えるとともに、更なる充実に
向け取り組んだ。

河川の氾濫等による大規模な排水につい
ての計画等は、国や都との連携について
調査・研究のうえ、検討していく。

集中豪雨等における住宅への浸水に対
する排水活動は実施しているが、大規模
な排水についての計画等はない。
国や都との具体的な連携体制について検
討していく。

国や都との連絡体制等について検討して
いく。

排水施設（樋管）に関する操作運用（マ
ニュアル）を整備している。（策定済み）

氾濫時に配備可能な排水ポンプ車につい
て確認し、引き続き国作成の排水計画の
策定に協力していく。
国と連携し大規模水害時における排水作
業準備計画を作成した。

排水作業準備計画を策定

②排水訓練の実施 ・排水訓練の実施
引き続き

実施

水門、排水施設（樋管等）の訓練や排水ポン
プ車の取扱訓練を引き続き実施する。

台風シーズン前に資器材の点検及び排水
ポンプ車を用いた排水操作研修を実施し
た。

周辺自治体との具体的な連携体制を踏ま
えた排水訓練を実施済。

令和２年度より排水ポンプが１台配備され
ているが、現状排水訓練は実施できてい
ない。

排水訓練を実施した。 排水訓練を継続して実施している。

③浸水被害軽減地区の指定

・洪水浸水想定区域内（隣接・近接する区
域を含み、河川区域を含まない）で、浸水
の拡大を抑制する効用があると認められ
る輪中堤等の盛土構造物、自然堤防等を
指定

引き続き
実施

― 取り組みなし。 予定なし 品川区内指定なし。 過去の浸水情報や周辺の地形状況等か
ら、盛土構造物等の浸水拡大抑制に係る
有用性等について情報提供や助言を行い
ます。

コロナ禍により、対面での会議や研修、説
明会の開催が困難であることから平常時
からオンラインを活用して各種取組を進め
た。

「大規模氾濫に関する減災対策」の各取
組を取り込んだ東京都地域防災計画（風
水害編）の改定を実施。

「大規模氾濫に関する減災対策」の取り組みを踏まえ
地域防災計画に追記した項目・内容

自由回答欄
現状抱えている課題や今後の計画における懸案事項等があれば記載して下さい。
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○令和3年度までの取り組み内容の確認

具体的な取組の柱

事　　項

具体的取組

１）ハード対策の主な取組

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

①防災行政無線の改良、防災ラ
ジオ等の配布

・防災行政無線の改良、防災ラジオ等の
配布、防災行政無線テレフォンサービスの
導入、デジタル化、難聴地区の解消等

引き続き
実施

防災行政無線の難聴区域を解消するた
め、２分割放送を令和３年４月1日から開
始した。

行政用無線を活用した屋外スピーカーに
ついて、順次整備

横浜市で、防災行政用無線を活用した防
災スピーカーについて、順次整備中

防災行政用無線を活用した屋外スピー
カーについて、年度末に整備完了

鶴見川沿いに防災用スピーカーを区で１
基増設した（６月）

・同報系防災行政無線について、屋外受
信機を予定通り増設した。屋外受信機及
び戸別受信機のデジタル化を実施した。
・多重系及び移動系防災行政無線につい
て、再整備工事を実施し令和3年度末を
もって完成した。。

②浸水時においても災害対応を
継続するための施設の整備及び
自家発電装置等の耐水化

・浸水時においても災害対応を継続するた
めの施設の整備、自家発電装置等の耐
水化及び上層階への設置

引き続き
実施

新市庁舎移転に伴い、非常用発電機を上
層階に設置済

太陽光ソーラーパネルを設置　止水板を
装備

実施済み 市役所本庁舎の建替え事業が進行中で
あり、水害対策に配慮して、機械室を地下
に置かず、クレーンが届く低層部に配置す
る予定である。

③水防活動を支援するための新
素材・新技術等を含めた水防資
機材の配備

・水防活動を支援するための新素材・新技
術等を含めた水防資機材等の配備
・大規模水害に備えた水防資機材の拡充

引き続き
実施

引き続き、新技術を活用した資機材等の
配備について検討した。

道路局において、市民の避難所への誘導
に関わる資機材や設備の拡充について検
討した。
土木事務所と連携し、土のうステーション
の設置を検討した。

資機材更新時に新素材、新技術等を含め
た資機材を検討していく。

新たな水防資機材の必要性について検討
する。

資機材更新時に新素材、新技術等を含め
た資機材を検討していく。

・水防資器材の補充を行った。 適宜、水防資機材の更新及び適切な管理
を行った。

・地域の特性や大規模水害に対応した水
防資機材の配備した。

大規模水害に備えた水防資機材の拡充
を図っている。

④水防団の円滑な水防活動を支
援するための簡易水位計や量水
標、CCTVカメラ等の設置

・水防団の円滑な水防活動を支援するた
めの簡易水位計や量水標、CCTVカメラ等
の設置

引き続き
実施

危機管理型水位計や量水標、CCTVカメラ
等の設置を行っている。

２）ソフト対策の主な取組　(1)逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

①住民の避難行動、迅速な水防
活動を支援するための水位計や
ライブカメラのリアルタイムの情
報提供

・洪水予報等の情報発信（洪水予報等）の
実施
・水位計の情報やライブカメラの映像をリ
アルタイムで提供

引き続き
実施

・水位計及び河川監視カメラを設置し、市
HPを用いて情報提供を行った。

・都管理河川において、河川監視カメラを
増設した。

洪水予報等の情報発信（洪水予報等）の
実施水位計の情報やライブカメラの映像
をHPで発信している。

②避難勧告の発令に着目したタ
イムラインの作成

・タイムラインを検証し見直しを実施
・チェックリストを活用しタイムラインを作成

引き続き
実施

いなぎ防災マップを作衛し、マイタイムライ
ンの普及啓発を実施した。【R2～】
5月20日の法改正により、いなぎ防災マッ
プのWeb版の修正を実施した。

「台風対応タイムライン」及び「水害対応タ
イムライン」の作成

鶴見区タイムライン作成済 策定済みである。 策定済み 訓練等の機会も通じ、関係局への周知・
徹底に努めた。

多摩川流域市からの問合せに対応できる
よう準備した。

多摩川タイムラインの策定を行い、現在検
討部会にて運用支援を行っている。

③タイムラインに基づく首長・地
域住民等も参加した実践的な訓
練の実施

・ロールプレイング等の実践的な訓練を実
施
・地域住民を含めた訓練への拡充

引き続き
実施

今後検討していく。 R2に作成したタイムラインに基づく訓練の
実施を検討

実施済 実施済 水防訓練で実施予定だったが、新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止の観点から防
災関係機関のみで実施したため、地域住
民が参加した訓練はなし。

「タイムライン」に沿った訓練の実施につい
て検討する。

多摩川タイムライン訓練に参加した。 令和3年5月12日にあきる野市、羽村市、
川崎市、大田区、稲城市において、タイム
ラインに基づき首長も参加した実践的な情
報伝達訓練を実施

④タイムラインの高度運用の検
討

・避難勧告等発令の対象区域、判断基準
等の確認（水害対応タイムライン）
・多機関連携型タイムラインの拡充

引き続き
実施

今後検討していく。 必要に応じて、多機関連携型タイムライン
の作成を検討

鶴見区避難指示等判断・伝達マニュアル
改訂（タイムラインの運用）

災害対策基本法の改正を踏まえ、避難指
示等の発令区域及び判断基準等を明記し
た港北区風水害対策マニュアルを改定し
た。

災害対策基本法の一部改正を見据えて、
マニュアル関係を改定予定

現状のタイムラインについて必要に応じて
他機関の拡大等充実に向け検討。

引き続き区市町村の取組みを支援した。 多摩川タイムラインの高度運用の検討に
ついて関係機関と連携を行った。

多摩川タイムラインの高度運用の検討に
ついて関係機関と連携し検討を行った。

多摩川タイムラインの策定を行い、現在検
討部会にて運用支援を行っている。

⑤ハザードマップポータルサイト
における水害リスク情報の充実

・ハザードマップポータルサイトにおける水
害リスク情報の充実（洪水、土砂災害、津
波等）

引き続き
実施

住民の方々の避難を迅速化し「逃げ遅れ
ゼロ」を目指す取組みの一つとして、 全国
109 水系の国管理河川における洪水浸水
想定区域（想定最大規模）を国土交通省
ハザードマップポータルサイトの「重ねる
ハザードマップ」で簡単に確認できるよう
に改良している。

⑥想定最大規模降雨による洪水
ハザードマップの改良、周知、活
用

・想定最大規模降雨による洪水を対象とし
た洪水ハザードマップの策定

引き続き
実施

いなぎ防災マップを活用した防災講話や
防災訓練を実施し、市民や自主防災組織
等に普及啓発を図った。

想定最大規模降雨における洪水浸水想
定区域を表示したハザードマップの改訂

・横浜市で洪水ハザードマップを改訂
・まるごとまちごとハザードマップの更新
（計画規模から最大規模へ）

横浜市で洪水ハザードマップを策定、配
布済み。

横浜市で洪水ハザードマップを策定、配
布済み

・改定した洪水ハザードマップの説明及び
配布を行った。

⑦近隣市区と連携した広域避難
計画の作成及び垂直避難や地
下街の検討

・想定最大規模洪水による浸水により、市
内避難所数が不足する場合や避難が市
内避難所より他市の方が適切と思われる
場合等において、広域避難計画（案）を作
成または検討
・垂直避難や地下街の検討

引き続き
実施

地域防災計画の修正に伴い、広域避難に
係る避難について東京都と連携して取り
組む内容を見直した。

広域避難について、現在神奈川県が検討
を行っているため、その結果に基づき検討
を進めていく。

市の検討状況により対応していく。
また、川崎区・幸区と災害時の避難所相
互利用等については検討しているもの
の、広域避難計画は検討していない。

市の検討状況により対応していく。 神奈川県や本市の検討結果に基づいた
対応をしていく。

・5月に川崎アゼリアや川崎アゼリアの接
続ビル等を含む地下街を所管する施設と
情報伝達訓練を実施した。

広域避難計画の必要性に関連して、近隣
自治体との協定締結状況や必要性の意
向を伺う。

⑧ダム放流情報を活用した避難
体系の確立

・ダム放流情報を活用した避難体系の確
立

引き続き
実施

ダム放流情報に伴う多摩川の水位変化を
避難情報等に活用している。

本市該当なし 予定無し 今後検討する。 ダムや堤防等の施設に係る機能や避難
の必要性・ダム放流等に関する情報提供
を行った。

体系確立している 東京都の協力を得てダム放流に関する情
報を提供いただき、減災協議会の場で周
知を行っている。

⑨応急的な退避場所の確保 ・応急的な退避場所の確保
引き続き

実施

大規模災害が発生した場合において、避
難者や帰宅困難者の一時的な避難場所
として施設を使用できるように、市内の民
間企業と協定を締結した。

地域のニーズ等を把握したうえで、必要に
応じて、避難場所の整備に向けた検討、
調整を進めていく。

浸水想定区域外の企業と協定締結 民間施設等と協定を締結するなど、確保
済み

令和元年東日本台風の検証を踏まえ災
害時の避難行動や避難場所の拡充等に
ついて検討し、県立高校の風水害時の緊
急避難場所としての利用に向けた調整を
実施している。

商業施設団体等と駐車場等の活用につ
いて、包括的な協定を結び、区市町村に
おける避難先確保の取組を支援。

危険な区域の中でも人命被害を軽減する
ため、工事で発生する残土等を活用し退
避場所にも寄与する高台等の確保や民間
施設の活用を促進する。

⑩要配慮者・外国人等への対応
等を考慮した避難計画の検討お
よび避難訓練の実施

・想定最大規模降雨に伴う洪水による要
配慮者や外国人への対応等を考慮した避
難計画の作成

引き続き
実施

浸水想定区域内の要配慮者施設に対し、
避難確保計画の作成を実施した。また、
避難確保計画に基づく避難訓練の実施、
訓練結果書について見直しを図った。

要配慮者利用施設を対象とした避難確保
計画作成のための作成支援動画を作成し
た。また、各施設所管局において、各施設
で避難確保計画を作成し、訓練を実施す
るよう指導している。また、各区において、
各施設の計画作成の助言を実施してい
る。

市において、要援護者施設を対象とした
避難確保計画作成のための説明会を実
施し、また、各施設所管局において、各施
設で避難確保計画を作成し、訓練を実施
するよう指導していく。また、各区におい
て、各施設の計画作成の助言を実施して
いく。

市において、要援護者施設を対象とした
避難確保計画作成のための説明会を実
施し、また、各施設所管局において、各施
設で避難確保計画を作成し、訓練を実施
するよう指導していく。また、各区におい
て、各施設の計画作成の助言を実施して
いく。

市において、要援護者施設を対象とした
避難確保計画作成のための説明会は、新
型コロナウイルス感染拡大に伴い中止。
そのため、市ホームページにおいて、避難
確保計画の作成等の案内を掲載。区にお
いては、各施設の計画作成の助言を実施
していく。

・災害時要援護者施設（要配慮者利用施
設）への各種説明会の場を活用して、洪
水や土砂災害からの避難確保計画の作
成についての説明を行った。

⑪マイ・タイムラインの取組推進
・住民一人一人の避難計画・情報マップの
作成促進
・講習会の実施

引き続き
実施

小中学校や自主防災組織等を対象に、マ
イ・タイムラインの作成要領の紹介などを
行う防災講話を実施し、普及啓発を図っ
た。

地域防災の担い手に対して、マイ・タイム
ラインを作成できるリーフレットの配付、動
画の配信や市民に対する作成指導研修
を実施

浸水想定区域の自治会町内会を中心に
「マイ・タイムライン」の啓発・普及に取り組
んでいる。

住民がマイタイムラインを作成できる水害
冊子を発行し、マイタイムラインの作成を
促進した。

鶴見川水系水害に関する連絡会（河川流
域の自治会町内会長、連合町内会長等と
区役所で構成）で、防災減災推進研修とし
て実施予定していたが、新型コロナウイル
ス感染拡大に伴い、書面開催とした。

・防災タブロイド誌や市ホームページ、動
画等を活用し、幅広い層に対してマイタイ
ムラインの周知を行った。
・また、ぼうさい出前講座の機会を活用
し、個々の状況や地域特性に応じた避難
行動について啓発を行った。

・新聞広告を通じた啓発活動の実施
・先行事例等を共有し、取組の拡大を促し
た。

マイタイムライン講習会の支援を継続実施

⑫平時から水防災意識の向上を
図るため、案内板等の整備や電
柱等に想定浸水深などを標識と
して表示する「まるごとまちごとハ
ザードマップ」の検討

・既設案内板の利活用を検討
・公共施設や電柱を中心に、看板の設置
を検討
・「災害・避難カード」の作成

引き続き
実施

電柱設置型浸水深掲示板表示を浸水想
定区域内に整備した。
また、「災害・避難カード」は１部の地区で
作成したため、今後は他の地区でも作成
を検討していく。

各区役所で対応 公共施設や電柱を中心に水害の浸水実
績看板(表示）を設置している、「まるごとま
ちごとハザードマップ」の更新（計画規模
から想定最大規模）

区内のすべての指定緊急避難場所に案
内表示板を２か年で設置

看板の設置について引き続き検討してい
く。

浸水想定の見直しに伴い指定緊急避難
場所や浸水深等を表示した板面の張替が
完了した（４年目）。
他の手法を含めまるごとまちごとハザード
マップについて引き続き検討をしていく。

主な内容 目標時期
東京都

実施する機関

稲城市 横浜市
（鶴見区）
横浜市

（港北区）
横浜市

（都筑区）
横浜市

川崎市
神奈川県
（河川課）

気象庁
（東京管区）

関東地整
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○令和3年度までの取り組み内容の確認

具体的な取組の柱

事　　項

具体的取組

主な内容 目標時期
東京都

実施する機関

稲城市 横浜市
（鶴見区）
横浜市

（港北区）
横浜市

（都筑区）
横浜市

川崎市
神奈川県
（河川課）

気象庁
（東京管区）

関東地整

資料2-2多摩川下流部右岸・鶴見川

２）ソフト対策の主な取組　(1)逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

⑬共助の仕組みの強化

・協議会等の場を活用して、避難時の声
かけや避難誘導等訓練及び出水時にお
ける実際の事例の情報を共有し、より充
実した取組を検討・調整。
・引き続き、協議会毎に地域包括支援セン
ター・ケアマジャーと連携した水害からの
高齢者の避難行動の理解促進に向けた
取組の実施およびその状況を共有。

引き続き
実施

・地域ごとの防災訓練や防災講話で、避
難時の声かけや避難誘導等訓練及び出
水時における実際の事例の情報を共有
し、より充実した取組を検討・調整した。
・自主防災組織や民生委員と連携した避
難行動要支援者の避難誘導等の取組の
実施及びその状況の共有をした。
・新型コロナウイルス感染症感染対策を
講じた訓練を実施した。

防災研修や動画等を活用し、災害時の地
域の連携方法など先進的な地域の事例を
共有することで共助の取組を実施。

防災研修等を活用し、災害時の地域の連
携方法など先進的な地域の事例を共有す
ることで、共助の取組をしていきます。

災害時要援護者等に対して緊急情報が
素早く伝わるための情報伝達体制整備の
検討
令和３年度以降は、共助の要となる自治
会長やケアマネジャー等に対象を拡大す
るなど、共助による避難行動の充実となる
よう取組を進める。

地域への出前講座や、ケアマネージャー
へのマイタイムラインの周知等、避難行動
理解促進の取組みを実施。

⑭適切な土地利用の促進
・不動産関連事業者に対し、引き続き、研
修会等で水害リスク情報等に係る施策の
最新情報を説明。

引き続き
実施

研修会は行っていないが、ハザードマップ
等の問い合わせに対し、随時、説明した。

不動産関連事業者から、洪水HMなどの
提供依頼等があった場合は適切に対応す
る。

ハザードや水害履歴の問い合わせ回答
等、引き続き実施する。

令和２年８月の改正宅地建物取引業法の施行
（水害ハザードマップを用いた重要事項説明義
務化）など水害リスク情報等に係る施策の最新
情報について、不動産関連事業者団体に対
し、講習会において説明を行うとともに、団体
会報誌等による加盟各社への周知を依頼する
など、業界団体と連携した情報共有に取り組
んだ。

浸水ナビ、ハザードマップポータルサイト
等により浸水想定区域等の水害リスク情
報を公表する。
立地適正化計画の作成を検討している市
町村のまちづくり部局に対し、直接水害リ
スク情報を説明するとともに不動産関連
事業者に対し、水害リスク情報等に係る
施策の最新情報を説明予定。

⑮気象情報発信時の「危険度の
色分け」や「警報級の可能性の
提供」を実施

・警報等における危険度の色分け表示
・「警報級の現象になる可能性」の情報提
供
・メッシュ情報の充実化

引き続き
実施

警報等発表時に、暴風や大雨の警報級
の時間帯が分かる危険度の色分け表示
を引き続き提供。
警報発表が見込まれる場合には、早期注
意情報（警報級の可能性）を引き続き提
供。
危険度分布（メッシュ情報）の愛称を「キキ
クル」とし、国土地理院「ハザードマップ
ポータルサイト」の浸水想定区域との重ね
合わせ表示を引き続き実施。
線状降水帯の発生を伝える「顕著な大雨
に関する情報」等の提供開始

２）ソフト対策の主な取組　(1)逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
■防災教育や防災知識の普及

①水災害の事前準備に関する問
い合わせ窓口の設置

・ハザードマップの見方などの水災害の事
前準備に関する問い合わせ窓口の設置

引き続き
実施

消防本部防災課が窓口となり、随時対応
した。

各区役所及び危機管理室等で対応 引き続き、鶴見区役所総務課にて対応し
ていく。

港北区役所総務課にて対応していく。 都筑区役所総務課にて対応している。 ・ハザードマップ等に危機管理室や河川
課、宅地企画指導課の窓口を明示すると
ともに、市民からの問い合わせについて
は、随時対応している。

自治体と双方向のホットライン窓口を設定
し、気象の見通し等に係る解説に対する
ほか、平常時からも問い合わせに対応し
た。

河川事務所にて対応している。

②水防災意識社会の再構築の
ための説明会・講習会の開催

・水防災意識社会の再構築のための説明
会・講習会を開催

引き続き
実施

水防災意識の向上を図るための説明会・
講習会等を実施した。

各区で実施 京浜河川事務所と協力し河川流域地域に
対し、鶴見川防災情報講座（全３回）を実
施する。「今年度は矢向地区連合」

地域への出前講座を必要に応じて実施す
る。

鶴見川水系水害に関する連絡会（河川流
域の自治会町内会長、連合町内会長等と
区役所で構成）で、防災減災推進研修とし
て実施予定していたが、新型コロナウイル
ス感染拡大に伴い、書面開催とした。

・災害時要援護者施設（要配慮者利用施
設）への各種説明会の場を活用して、避
難確保計画の作成や訓練の実施につい
ての説明を行った。

・体験施設の一般来館者に対して風水害
の擬似体験を通じて実施した.

流域市町村の参加する会議や出前講座、
講習会などを通じて、防災気象情報の利
活用について説明を実施した。
R３年度は、新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、参加していない。

減災協議会の場を通して水防災意識社会
再構築に向けた関係機関の情報共有を
行っている。

③教員を対象とした講習会の実
施

・授業を実施する前に担当教員にも水災
害の知識を身につけていただくための講
習会を実施

引き続き
実施

教員を対象とした講習会を実施した。 各区で実施 区内各校の防災担当職員に向けた研修
会を実施

実施している。 学校からの要望を受けて対応する。 教育委員会にて各学校防災担当対象の
風水害研修を実施。

コロナ禍のため、予定していた小中学校
教職員や一般県民等を対象とした防災教
育研修は未実施。

京浜河川事務所及び流域自治体と連携し
て普及啓発に取り組んだ。
R３年度は、新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、参加していない。

協議会を通じて、『水防災教材集』の配布
や試行授業の支援を行いながら、教育委
員会等と連携・協力して学校における防
災教育の充実・取組強化を図る。

④小学生を対象とした水防災教
育の実施

・小学校の総合学習授業の中で、水災害
教育の取組の実施

引き続き
実施

教員が総合的な学習の時間に、防災全般
について指導した。

各区で実施 実施している。（入船小・潮田小・豊岡小・
末吉小）

実施している。 学校からの要望を受けて対応する。 ・市立小学校において、マイタイムライン
作成についての授業を行った。

水害を含めた自然災害への対策等を学
べる「防災ノート～災害と安全～」を都内
小中学校の児童・生徒に配布し、防災教
育を推進している。また、東京都総務局総
合防災部が都内小中学校等に配付してい
る「東京マイ・タイムライン」の授業等にお
ける活用について各教育委員会へ周知し
ている。

小学4年生を対象に「かながわキッズぼう
さいカード」を作成し、風水害時の行動に
ついて啓発した。

京浜河川事務所及び流域自治体と連携し
て普及啓発に取り組んだ。
R３年度は、新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、参加していない。

協議会を通じて、『水防災教材集』の配布
や試行授業の支援を行いながら、教育委
員会等と連携・協力して学校における防
災教育の充実・取組強化を図る。

⑤出前講座等の講習会の実施
・出前講座等の要望があれば積極的に参
加し、防災知識の普及啓発活動等の支援
を実施

引き続き
実施

防災講話などの機会において、浸水想定
区域や風水害対策及び避難行動等に関
する普及啓発を実施した。

各区で実施 地域の要望により実施を検討 引き続き実施する。 実施している。 ・引き続き、出前講座等の要望があれば
積極的に参加し、防災知識の普及啓発活
動等の支援を実施した。

東京防災学習セミナーにおいて、都内の
団体に防災専門家を派遣し、講義や意見
交換を行った。

関係機関からの要請に応じて、防災知識
の普及啓発活動を支援していく。

引き続き出前講座等を実施し、防災知識
の普及啓発を進めた。
R３年度は、新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、参加していない。

京浜河川事務所では、自治体からの依頼
を受けて自治体主催の水防訓練などに、
降雨体験車や自然災害体験車の派遣、
風水害や地震に関する説明パネルの展
示を行っている。

⑥地域防災力の向上のための
人材育成

・市町村の取り組みを支援する専門家リス
トを作成
・専門家の派遣

引き続き
実施

水害を含む、災害時の自助・共助を推進
する地域防災の担い手を育成。
地域防災の担い手に対して、マイ・タイム
ラインを作成できるリーフレットの配付、動
画の配信や市民に対する作成指導研修
を実施

横浜市で実施する研修会を案内してい
る。

実施予定 今後検討する。 地方公共団体における気象防災アドバイ
ザーの制度説明を行った。

・市町村の取り組みを支援する専門家リス
トを作成
・要請に応じて専門家の派遣を行う。

２）ソフト対策の主な取組　(2)洪水氾濫被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組
■水防活動の効率化及び水防体制の強化に向けた取組

①消防団と兼任する水防団への
連絡体制の確認と伝達訓練の実
施

・無線やメールなどを活用した情報伝達手
段の確保
・情報伝達訓練等の実施

引き続き
実施

連絡体制については、災害情報メールや
消防団詰所へFAXの自動送信、電話連絡
により実災害で運用している。

消防署と連携した地区本部運営訓練を実
施し、デジタル簡易無線機、署系無線機
等を活用した情報受伝達訓練や連絡網に
よる連絡体制の確認を実施

消防署で実施 消防署で引き続き実施する。 消防署で実施している。 消防団は水防団を兼務していないが、水
防活動は実施しており、消防団への連絡
体制については、消防団長が消防署長と
協議の上、消防団長の指示により消防団
員へ連絡する体制を取っている。

②消防団と兼任する水防団同士
の連絡体制の確保

・近隣の水防団の連絡体制の確保
引き続き

実施

消防団本部との連絡体制として、消防団
デジタル無線機・MCA無線機・トランシー
バーを配備し、確保している。

連絡網、メーリングリストを作成し、災害情
報や災害対策配備体制の情報を共有

消防団で実施 消防団で実施していく。 消防団で実施している。 消防団は水防団を兼務していないが、水
防活動は実施しており、消防団同士の連
絡体制については、消防団長が消防署長
と協議の上、消防団長の指示により消防
団員へ連絡する体制を取っている。

③消防団と兼任する水防団や地
域住民が参加する重要水防箇
所等の共同点検

・水防団や地域住民が参加する重要水防
箇所等の共同点検

引き続き
実施

京浜河川事務所が実施する重要水防箇
所等の共同点検に参加した。（消防署・消
防団・自治会等）

京浜河川事務所が実施する重要水防箇
所等の共同点検に参加

京浜河川事務所が実施する重要水防箇
所等の共同点検に参加（区役所・消防団）

京浜河川事務所が実施する重要水防箇
所等の共同点検に参加していく。（区役
所・消防署・自治会・町内会等）

京浜河川事務所が実施する重要水防箇
所等の共同点検に参加予定だったが、新
型コロナウイルス感染症拡大防止の観点
から行政機関のみで実施した。

・京浜河川事務所が実施する重要水防箇
所等の共同点検に参加した。

国が実施している重要水防箇所等の共同
点検に参加した。

京浜河川事務所が実施する共同点検に
参加した。

京浜河川事務所が実施する共同点検に
参加した。

共同点検を毎年開催している。

④関係機関が連携した水防訓練
の実施

・合同水防訓練や水防管理団体が行う訓
練への参加

引き続き
実施

実施なし。 各区で実施 コロナ感染拡大防止のため中止 実施予定 鶴見川、早淵川を対象として隔年で訓練
を実施している。令和３年度は、早淵川
（大棚町の一部）で防災関係機関のみ（警
察署、消防署、消防団、区役所）で実施し
た。

・京浜河川事務所が主催する水防訓練や
市が主催する水防工法訓練などの開催に
参加した。

関係機関が実施する水防訓練に参加し
た。また、区市町村との合同排水ポンプ車
訓練を実施した。

自治体職員、協力会社、水防エキスパー
ト、県職員が参加した水防講習会を開催し
た。

関係機関が実施する訓練に参加した。
R３年度は、新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、参加していない。

自治体職員、協力会社、防災エキスパー
ト、京浜河川事務所職員が参加した水防
訓練を行っている。

⑤水防活動の担い手となる水防
団等の募集の促進

・広報紙やホームページ等で広く募集
引き続き

実施

YouTubeやツイッター、インスタグラムを活
用して募集活動を実施した。

デジタルサイネージやホームページ、
youtube動画等を活用した募集活動を実
施

消防署で実施 消防署で引き続き実施する。 消防署で実施している。 水防団の募集は実施していない。
消防団の入団促進は報道メディア、各種
広報媒体を活用し実施している。

⑥重要施設（市町村庁舎・災害
拠点病院・危険物取扱工場等）
管理者への情報伝達の充実

・市町村庁舎や災害拠点病院等の施設関
係者への情報伝達の充実
・早期復興を支援する事前の準備

引き続き
実施

防災行政無線を補完する多様な通信手段
を配備し、関係機関等への情報伝達の充
実を図った。

風水害時における市区庁舎の閉鎖に係る
検討・調整を実施（市区庁舎管理者への
情報伝達含む）

様々な情報伝達ツールを充実し、迅速・確
実な情報伝達を行う。

減災協議会を通じ、市町村庁舎や災害拠
点病院等に関する水害リスク情報の共有
を実施。
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○令和3年度までの取り組み内容の確認

具体的な取組の柱

事　　項

具体的取組

主な内容 目標時期
東京都

実施する機関

稲城市 横浜市
（鶴見区）
横浜市

（港北区）
横浜市

（都筑区）
横浜市

川崎市
神奈川県
（河川課）

気象庁
（東京管区）

関東地整

資料2-2多摩川下流部右岸・鶴見川

２）ソフト対策の主な取組　(3)一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組
■排水活動及び施設運用の強化に関する取組

①排水機場・樋門・水門等の情
報共有、排水手法等の検討を行
い、大規模水害を想定した排水
計画（案）を作成

・排水機場・樋門・水門等の情報共有、排
水手法等の検討を行い、大規模水害を想
定した排水計画（案）を作成

引き続き
実施

排水ポンプ車出動要請のための連絡体
制等について、京浜河川事務所と調整し
ていく。【H29～】

連絡体制等について検討 排水ポンプ車の一時集結場所や連絡体
制等について検討していく。

排水ポンプ車の一時集結場所や連絡体
制等について検討していく。

排水ポンプ車の一時集結場所や連絡体
制等について検討していく。

・排水手法等の検討を行った。
・大雨等の動員時の対応を明確化するた
め、台風時浸水対応マニュアルの作成を
進めている。

氾濫時に配備可能な排水ポンプ車につい
て確認し、引き続き国作成の排水計画の
策定に協力していく。
国と連携し大規模水害時における排水作
業準備計画を作成した。

必要に応じ、連絡体制等について検討す
る。

排水作業準備計画を策定

②排水訓練の実施 ・排水訓練の実施
引き続き

実施

引き続き、排水訓練の実施について検討
している。【H29～】

排水訓練の実施について検討 排水訓練の実施について検討していく。 排水訓練の実施について検討していく。 排水訓練の実施について検討していく。 ・排水ポンプ車の運用訓練及び排水樋管
ゲートの操作訓練や令和元年東日本台風
を想定した図上訓練を実施し、８月に２か
所の排水樋管と１１月には１箇所の排水
樋管において各活動班が連携した夜間総
合訓練を実施した。

排水訓練を継続して実施している。

③浸水被害軽減地区の指定

・洪水浸水想定区域内（隣接・近接する区
域を含み、河川区域を含まない）で、浸水
の拡大を抑制する効用があると認められ
る輪中堤等の盛土構造物、自然堤防等を
指定

引き続き
実施

予定無し 浸水被害軽減地区の指定は予定していな
い。

過去の浸水情報や周辺の地形状況等か
ら、盛土構造物等の浸水拡大抑制に係る
有用性等について情報提供や助言を行い
ます。

防災用スピーカーについては、現在鶴見
川沿いに７基、早淵川沿いに６基設置さ
れている。

コロナ禍により、対面での会議や研
修、説明会の開催が困難であること
から平常時からオンラインを活用して
各種取組を進めた。

浸水対策として、浸水想定区域における
避難体制の確保、浸水想定区域の公表を
受け、避難路や避難場所などの情報を分
かりやすく図示した「いなぎ防災マップ」の
作成し、マイ・タイムラインの普及やソフト
面における防災対策の推進について、地
域防災計画に追記した。

「大規模氾濫に関する減災対策」の各取
組を取り込んだ東京都地域防災計画（風
水害編）の改定を実施。

自由回答欄

「大規模氾濫に関する減災対策」の取り組みを踏まえ
地域防災計画に追記する予定の項目・内容
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○令和3年度までの取り組み内容の確認

具体的な取組の柱

事　　項

具体的取組

１）ハード対策の主な取組
■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

①防災行政無線の改良、防災ラ
ジオ等の配布、防災無線テレフォ
ンサービス等の導入

・防災行政無線の改良、防災ラジオ等の配
布、防災行政無線テレフォンサービスの導
入、デジタル化、難聴地区の解消等

引き続き
実施

・防災行政無線のデジタル化を継続して実
施中。【R4年度まで】
・防災ラジオの有償配布を継続して実施し
た。

・防災行政無線固定系屋外子局のデジタ
ル化を継続して実施。【Ｒ4まで】
・防災ラジオの有償市民頒布を継続予定。
・メールマガジン、エリアメールやツイッ
ター等活用。

・防災行政用無線の難聴対策として導入し
ている防災ラジオの周知及び配付を引き
続き実施する。
・令和３年度より防災行政用無線のデジタ
ル化運用開始

防災行政無線（固定系）のデジタル化につ
いては、平成２０年度に完了している。防
災行政用無線のﾊﾟﾝｻﾞﾏｽﾄ更新に併せて
難聴地域の解消を図った。
防災行政用無線移動系のデジタル化を実
施。次年度も引き続き実施する。

個人が所有するスマートフォンや専用タブ
レット端末機へ、文字と音声で防災行政無
線の放送内容を届けることができるシステ
ムを導入。令和2年4月1日より運用を開始
している。

②浸水時においても災害対応を
継続するための施設の整備及び
自家発電装置等の耐水化

・浸水時においても災害対応を継続するた
めの施設の整備、自家発電装置等の耐水
化及び上層階への設置

実施済み

実施済み。 実施済み 災害対策本部（役場本庁舎）が被災した場
合、消防庁舎に災害対策本部を移すこと
になっている。消防庁舎は、自家発電装置
を屋上に設置し、水防対策を講じている。

③水防活動を支援するための新
素材・新技術等を含めた水防資
機材の配備

・水防活動を支援するための新素材・新技
術等を含めた水防資機材等の配備
・大規模水害に備えた水防資機材の拡充

引き続き
実施

新規水防団に必要な雨合羽・長靴を購入
し配布した。

水防活動用の土嚢については、引き続き
作成。

既存の資機材管理を並行して行い、老朽
化した資機材について更新を検討する。

全消防団員にライフジャケットを配備して
いる。また、全消防分団にデジタル簡易無
線機の配備及び防災無線個別受信機の
設置をしており、ウレタンボートも配備し
た。
また、救命ボート搬送可能な消防車両を
購入。

新素材・新技術の活用について検討して
いく。

地域の特性や大規模水害に対応した水防
資機材の配備した。

大規模水害に備えた水防資機材の拡充を
図っている。

④水防団（消防団）の円滑な水防
活動を支援するための簡易水位
計や量水標、CCTVカメラ等の設
置

・水防団の円滑な水防活動を支援するた
めの簡易水位計や量水標、CCTVカメラ等
の設置

引き続き
実施

危機管理型水位計や量水標、CCTVカメラ
等の設置を行っている。

２）ソフト対策の主な取組　(1)逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
■情報伝達、避難計画等に関する取組

①住民の避難行動、迅速な水防
活動を支援するための水位計や
ライブカメラのリアルタイムの情
報提供

・洪水予報等の情報発信（洪水予報等）の
実施
・水位計の情報やライブカメラの映像をリ
アルタイムで提供

引き続き
実施

洪水予報等の情報発信（洪水予報等）の
実施水位計の情報やライブカメラの映像を
HPで発信している。

②避難勧告の発令に着目したタ
イムラインの作成

・チェックリストを活用しタイムラインを作成
・タイムラインを検証し見直しを実施

引き続き
実施

作成済み。 タイムラインについては、水位周知河川も
含め神奈川県とも意見交換し活用を図っ
た。

風水害図上訓練を実施し庁内版タイムラ
インの検証を行った。

作成済みである。【H２８年度】
相模川水系の県管理河川についても作成
した。

今後タイムラインの作成について検討す
る。

水害時対応の振り返り等を通じ、タイムラ
インの検証・見直し検討に協力する。

多摩川タイムラインの策定を行い、現在検
討部会にて運用支援を行っている。

③タイムラインに基づく首長・地
域住民等も参加した実践的な訓
練の実施

・ロールプレイング等の実践的な訓練を実
施
・地域住民を含めた訓練への拡充

引き続き
実施

平成29年5月に、京浜河川事務所及び関
係機関と合同で訓練を実施。

全市域を対象とした台風対策のタイムライ
ンに基づく実践的な訓練について、実施。

風水害図上訓練において、統括調整部各
班や各部局において措置事項の検討を実
施。また、風水害図上訓練の結果を踏ま
えて、庁内版タイムラインの検証を実施。

河川管理者や関係機関と協議のうえ、検
討していく。

タイムラインの作成と共に検討していく。 水防管理者が実施する訓練に必要に応じ
て協力する。

令和3年5月12日にあきる野市、羽村市、
川崎市、大田区、稲城市において、タイム
ラインに基づき首長も参加した実践的な情
報伝達訓練を実施

④タイムラインの高度運用の検
討

・避難勧告等発令の対象区域、判断基準
等の確認（水害対応タイムライン）
・多機関連携型タイムラインの拡充

引き続き
実施

多機関連携型のタイムラインの必要性等
について検討中。

実施を検討。 庁内版タイムラインの検証に重点をおき、
風水害図上訓練を実施。そのため多機関
連携型タイムライン作成は未実施。

従来の大雨等による河川の越水、洪水等
によるタイムラインに加えて、ダムの放流
情報等もふまえた判断基準等を検証す
る。

タイムラインの作成と共に検討していく。 多摩川タイムラインの高度運用の検討に
ついて関係機関と連携を行った。

多摩川タイムラインの高度運用の検討に
ついて関係機関と連携を行った。

多摩川タイムラインの策定を行い、現在検
討部会にて運用支援を行っている。

⑤ハザードマップポータルサイト
における水害リスク情報の充実

・ハザードマップポータルサイトにおける水
害リスク情報の充実（洪水、土砂災害、津
波等）

引き続き
実施

住民の方々の避難を迅速化し「逃げ遅れ
ゼロ」を目指す取組みの一つとして、 全国
109 水系の国管理河川における洪水浸水
想定区域（想定最大規模）を国土交通省
ハザードマップポータルサイトの「重ねるハ
ザードマップ」で簡単に確認できるように改
良している。

⑥想定最大規模降雨による洪水
ハザードマップの改良、周知、活
用

・想定最大規模降雨による洪水を対象とし
た洪水ハザードマップの策定

引き続き
実施

相模川水系・金目川水系の洪水浸水想定
区域図に基づいた洪水ハザードマップを
作成し、全戸配布を実施。

市域内での河川の浸水想定区域の見直し
状況を確認し、見直し後にハザードマップ
の策定を実施。【市域内の浸水想定区域
見直し後】

想定最大規模降雨による市域内の河川、
洪水浸水想定区域を示したハザードマップ
を配付。また、ハザードマップの有効活用
方法等を記載したサポートブックを配布
し、周知・啓発を実施した。

相模川浸水想定区域を反映したハザード
マップを全戸配布した。

今後、作成について検討していく。

⑦近隣市町と連携した広域避難
計画の作成

・想定最大規模降雨に伴う洪水による浸
水により、市町内避難所数が不足する場
合や避難が市町内避難所より他市町の方
が適切と思われる場合等において、広域
避難計画（案）を作成

引き続き
実施

広域避難計画について、作成に向けて検
討中。

湘南広域都市行政協議会の中で、検討。 広域一時滞在について、２市１町の協議
会で運用マニュアルを作成済。

湘南広域都市行政協議会の中で、検討し
ていく。

非常災害時における避難所相互利用協定
を平塚市と締結済みである。

広域避難計画の必要性に関連して、近隣
自治体との協定締結状況や必要性の意向
を伺う。

⑧ダム放流情報を活用した避難
体系の確立

・ダム放流情報を活用した避難体系の確
立

引き続き
実施

ダム放流情報を加味したタイムラインの見
直し等について実施。

実施を検討していく。 ダム放流情報を踏まえた避難情報の判
断・伝達マニュアルを作成

ダムの放流情報等もふまえた避難指示等
の発令判断基準等を検証することに合わ
せて、避難体系についても検証する。

ダム放流情報を活用した避難体系の検討 ダム放流情報に係るホットラインについ
て、ラインワークスを基軸とした仕組みを
構築し、洪水対応演習において、ホットラ
インが円滑に運用できることを確認した。

ダム放流に関する情報を提供いただき、
減災協議会の場で周知を行っている。

⑨応急的な退避場所の確保 ・応急的な退避場所の確保
引き続き

実施

応急的な退避場所の確保について４か所
実施。

実施を検討していく。 今後検討予定 物資集積場所及び駐車場の臨時使用に
関する協定を締結した。

車中避難を想定した避難場所を検討して
いく

危険な区域の中でも人命被害を軽減する
ため、工事で発生する残土等を活用し退
避場所にも寄与する高台等の確保や民間
施設の活用を促進する。

⑩要配慮者利用施設への対応
等を考慮した避難計画の作成お
よび避難訓練の実施

・想定最大規模降雨に伴う洪水による要
配慮者利用施設への対応等を考慮した避
難計画の作成

引き続き
実施

要配慮者利用施設担当部署と連携しなが
ら、要配慮者利用施設に対して、避難確保
計画作成・訓練の実施について周知を
行った。

県管理河川も含め、想定最大規模の洪水
浸水想定区域見直し後、区域内に入る要
配慮者利用施設について把握し、整理。

令和２年１０月末時点で約９割が計画を作
成。作成済の施設については、訓練実施
状況を確認した。

要配慮者利用施設担当部署と調整してい
く。

要配慮者利用施設所管部署と調整してい
る。

⑪マイ・タイムラインの取組推進
・住民一人一人の避難計画・情報マップの
作成促進
・講習会の実施

引き続き
実施

地域からの要望に応じてマイ・タイムライン
の作成を行う訓練を実施

ホームページ等による周知を継続実施 ハザードマップの配布時にかんたんマイ・
タイムラインが作成できるサポートブックを
一緒に配布し、マイ・タイムライン取組促進
を図った。

新たな浸水想定による洪水ハザードマップ
を作成し、その中にマイ・タイムラインを作
成できるツールを導入して各戸配布をした
ので、浸水想定と合わせて啓発に取り組
む。

マイ・タイムラインの作成について周知を
進めて行く。

・新聞広告を通じた啓発活動の実施
・先行事例等を共有し、取組の拡大を促し
た。

マイタイムライン講習会の支援を継続実施

⑫平時から水防災意識の向上を
図るため、案内板等の整備や電
柱等に想定浸水深などを標識と
して表示する「まるごとまちごとハ
ザードマップ」の検討

・既設案内板の利活用を検討
・公共施設や電柱を中心に、看板の設置
を検討

引き続き
実施

東電柱に電柱広告事業を実施している東
電タウンプランニング株式会社と「地域貢
献型広告に関する協定」を締結し、地域に
必要な公共情報を発信している。

ハザードマップ作成 浸水想定区域内の避難所周辺に想定浸
水深を表示することを予定。

公共施設等に標示板の設置を検討する。 ハザードマップ作成に伴い検討を進めて
行く。。

気象庁 関東地整
主な内容 目標時期

実施する機関

平塚市 藤沢市 茅ヶ崎市 寒川町 大磯町 神奈川県

資料2-2相模川
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○令和3年度までの取り組み内容の確認

具体的な取組の柱

事　　項

具体的取組
気象庁 関東地整

主な内容 目標時期

実施する機関

平塚市 藤沢市 茅ヶ崎市 寒川町 大磯町 神奈川県

資料2-2相模川

２）ソフト対策の主な取組　(1)逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
■情報伝達、避難計画等に関する取組

⑬共助の仕組みの強化

・協議会等の場を活用して、避難時の声か
けや避難誘導等訓練及び出水時における
実際の事例の情報を共有し、より充実した
取組を検討・調整。
・引き続き、協議会毎に地域包括支援セン
ター・ケアマジャーと連携した水害からの高
齢者の避難行動の理解促進に向けた取組
の実施およびその状況を共有。

引き続き
実施

平塚市避難行動要支援者支援制度の地
域協議を一部地域と行い、共助の取り組
みへの推進を図った。

協議会時に先進事例の説明を行ってい
る。

・福祉部局、避難支援関係者との支援体
制強化。
・防災部局だけでなく、平時からの情報提
供を始めとした相互理解の促進、具体的
な連携体制の構築。

事例なし 関係部署との調整を検討していく。

⑭適切な土地利用の促進
・不動産関連事業者に対し、引き続き、研
修会等で水害リスク情報等に係る施策の
最新情報を説明。

引き続き
実施

電話・窓口対応時等において最新のハ
ザードマップに基づいた情報等を説明して
いる

必要性について検討していく。 宅地建物取引業法施行規則の一部改正
に伴い水害ハザードマップが重要事項説
明の対象になったことを踏まえ、問合せ時
の不動産関連事業者への周知を徹底し
た。

窓口やホームページでハザードマップを提
示している。

電話・窓口対応時等において県HPのハ
ザードマップに基づいた情報等を説明して
いる

浸水ナビ、ハザードマップポータルサイト
等により浸水想定区域等の水害リスク情
報を公表する。
立地適正化計画の作成を検討している市
町村のまちづくり部局に対し、直接水害リ
スク情報を説明するとともに不動産関連事
業者に対し、水害リスク情報等に係る施策
の最新情報を説明予定。

⑮気象情報発信時の「危険度の
色分け」や「警報級の可能性の
提供」を実施

・警報等における危険度の色分け表示
・「警報級の現象になる可能性」の情報提
供
・メッシュ情報の充実化

引き続き
実施

令和3年6月17日より顕著な大雨に関する
情報の提供を開始。

２）ソフト対策の主な取組　(1)逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
■防災教育や防災知識の普及

①水災害の事前準備に関する問
い合わせ窓口の設置

・ハザードマップの見方などの水災害の事
前準備に関する問い合わせ窓口の設置

引き続き
実施

災害対策課を問い合わせ窓口として対応
している。

防災政策課において対応している。 引き続き実施する。 町民安全課において対応する。 危機管理課を問い合わせ窓口として対応 自治体と双方向のホットライン窓口を設定
し、台風時等において、気象の見通し等に
係る解説や助言を行った。

河川事務所にて対応している。

②水防災意識社会の再構築のた
めの説明会・講習会の開催

・水防災意識社会の再構築のための説明
会・講習会の開催

引き続き
実施

地域からの要望に応じて水防災に関する
説明を含めた洪水対策訓練を実施

水防災意識の向上を図るための説明会・
講習会について、必要に応じて今後、実施
に向けて検討していく。

新型コロナウイルス感染症対策により、地
域の防災訓練については原則中止、住民
向け講座については開催するための条件
（会場の規模、人数など）を設け、地域の
要望に応じて実施。

自主防災組織や消防団を含めて、訓練を
とおして洪水・内水ハザードマップやマイ・
タイムライン作成方法を説明した。

災害の備えに関する「防災講演会」の動画
を作成し配信した。

今後、水防災意識の向上を図るための説
明会・講習会について、実施に向けて検
討していく。

・体験施設の一般来館者に対して風水害
の擬似体験を通じて実施した.
・市町村等からの要請に応じて、地域住民
等に対して避難に有効な情報を提供する
機会を設けた。

水防災意識の向上を図るための説明会・
講習会を積極的に行っていく。

減災協議会の場を通して水防災意識社会
再構築に向けた関係機関の情報共有を
行っている。

③教員を対象とした講習会の実
施

・授業を実施する前に担当教員にも水災
害の知識を身につけていただくための講
習会を実施

引き続き
実施

市内小中学校に対して、水防災教育に関
する講座の実施について周知を行った。

今後、必要に応じて学校関係所管部署と
調整していく。

試験的に防災学習教材を作成。担当教員
向けに自然災害の知識を身に付けるため
の講習会を実施。

教育委員会と連携し、教員を対象とした講
習会の実施について検討していく。

小中学校及び幼稚園・保育園の教員に対
して講習会を実施を検討したが中止

・コロナ禍のため、予定していた小中学校
教職員や一般県民等を対象とした防災教
育研修は未実施。

京浜河川事務所及び流域自治体の取り組
みに協力する。

協議会を通じて、『水防災教材集』の配布
や試行授業の支援を行いながら、教育委
員会等と連携・協力して学校における防災
教育の充実・取組強化を図る。

④小学生を対象とした水防災教
育の実施

・小学校の総合学習授業の中で、水防災
教育の取組の実施

引き続き
実施

市内小中学校に対して、水防災教育に関
する講座の実施について周知を行った。
相模川洪水浸水想定区域内の小学校（１
校）で講習会を実施

今後、必要に応じて学校関係所管部署と
調整していく。

試験的に小学生を対象とした防災学習を
実施。

平成28年度は、中学生を対象にＨＵＧ訓
練を実施した。また、野球協会（学童部）と
連携し、防災訓練を継続して行っていく。

今後、小学生を対象とした防災教育の実
施について検討していく。

・小学4年生を対象に「かながわキッズぼう
さいカード」を作成し、風水害時の行動に
ついて啓発した。

京浜河川事務所及び流域自治体の取り組
みに協力する。

協議会を通じて、『水防災教材集』の配布
や試行授業の支援を行いながら、教育委
員会等と連携・協力して学校における防災
教育の充実・取組強化を図る。

⑤出前講座等の講習会の実施
・出前講座等の要望があれば積極的に参
加し、防災知識の普及啓発活動等の支援
を実施

引き続き
実施

自治会や各種団体等からの依頼により、
防災に対する普及啓発などの講話を実
施。

土砂災害と併せた風水害に関する説明会
を実施している。

自主防災会や各種団体からの講演依頼を
受け、オンラインを中心に防災知識等の普
及啓発を実施した。

自治会・各種団体等からの依頼によりAED
取扱講座を実施した。
引き続き防災に対する啓発を図っていく。

職員を派遣し防災知識の普及啓発活動の
支援を実施した。

・関係機関からの要請に応じて、防災知識
の普及啓発活動を支援していく。
・市町村等からの要請に応じて、地域住民
等に対して避難に有効な情報を提供する
機会を設けた。

引き続き出前講座等を実施し、防災知識
の普及啓発を進める。

京浜河川事務所では、自治体からの依頼
を受けて自治体主催の水防訓練などに、
降雨体験車や自然災害体験車の派遣、風
水害や地震に関する説明パネルの展示を
行っている。

⑥地域防災力の向上のための人
材育成

・市町村の取り組みを支援する専門家リス
トを作成
・専門家の派遣

引き続き
実施

・市町村の取り組みを支援する専門家リス
トを作成
・要請に応じて専門家の派遣を行う。
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○令和3年度までの取り組み内容の確認

具体的な取組の柱

事　　項

具体的取組
気象庁 関東地整

主な内容 目標時期

実施する機関

平塚市 藤沢市 茅ヶ崎市 寒川町 大磯町 神奈川県

資料2-2相模川

２）ソフト対策の主な取組　(2)洪水氾濫被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組
■水防活動の効率化及び水防体制の強化に向けた取組

①水防団（消防団）への連絡体
制の確認と伝達訓練の実施

・無線やメールなどを活用した情報伝達手
段の確保
・情報伝達訓練等の実施

引き続き
実施

風水害時のために水防団の連絡網を作成
した。
毎年確認し、最新版に更新をしている。

訓練時等に情報伝達体制の確認を実施。 毎月１回の無線試験、情報伝達手段及び
参集基準の再確認を行った。

消防団の訓練時等に情報伝達体制の確
認を行っている。

水防団は消防団が兼務しており、日頃か
ら情報伝達訓練を実施

②水防団（消防団）同士の連絡
体制の確保

・近隣の水防団の連絡体制の確保
引き続き

実施

水防団員名簿の報告時に最新の連絡体
制を整備した。
分団長間における連絡先を共有し、体制
の強化を図った。

車載型の無線機により連絡体制を引き続
き確保している。

地区ごとに無線チャンネル及び連絡体系
の確認を行った。

消防本部を介して、デジタル無線機等によ
り消防分団同士の連絡体制を確保してい
る。

デジタル簡易無線機を使用

③水防団（消防団）や地域住民
が参加する重要水防箇所等の共
同点検

・水防団や地域住民が参加する重要水防
箇所等の共同点検

引き続き
実施

6月頃京浜河川事務所が主催する共同点
検に参加。地元自治会や水防団等も参
加。

今年度は重要水防区域等の共同点検は、
新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
から参加を自粛したため、分団毎に管轄
地域の点検を行った。

京浜河川事務所主催による共同点検に地
域住民や水防団と共に参加していく。

京浜河川事務所が実施する共同点検に
参加した。

京浜河川事務所が実施する共同点検に
参加した。

共同点検を毎年開催している。

④関係機関が連携した水防訓練
の実施

・合同水防訓練や水防管理団体が行う訓
練への参加

引き続き
実施

全16分団（班）を対象とした、巡視ルートの
確認等の現地研修会を実施。

防災関係機関と連携した水防訓練を継続
して実施していく。

例年は、出水期を前に研修等を実施。今
年度、予定していた水防訓練は新型コロ
ナウイルスの感染拡大防止のため中止と
したため、未実施。

地域自治会、水防団(消防団)と水害に特
化した訓練を実施している。

水防管理団体を対象とした水防講習会が
中止

自治体職員、協力会社、水防エキスパー
ト、県職員が参加した水防講習会を開催し
た。

関係機関が実施する訓練に、必要に応じ
て協力する。

自治体職員、協力会社、防災エキスパー
ト、京浜河川事務所職員が参加した水防
訓練を行っている。

⑤水防活動の担い手となる水防
団（消防団）の募集の促進

・広報紙やホームページ等で広く募集
引き続き

実施

水防分団員を通じて地域の中で団員の選
出をしてもらえるように周知を行った。

水防分団員を通じて地域の中で団員の選
出をしてもらえるように周知している。

入団促進イベント等は新型コロナウイルス
の感染拡大防止のため、中止としたが広
報誌、ホームページを活用し消防団の入
団促進活動に取り組んでいる。

町HPによる水防団（消防団）員の募集を
はじめ、イベント時等で団員募集や消防団
協力事業所の認定などを行い、担い手の
確保に努めている。

消防団員の定数確保のため募集を実施し
た。

⑥重要施設（市町村庁舎・災害
拠点病院・危険物取扱工場等）
管理者への情報伝達の充実

・市町村庁舎や災害拠点病院等の施設関
係者への情報伝達の充実
・早期復興を支援する事前の準備

引き続き
実施

各施設管理者等に対する洪水時の情報
伝達体制・方法について検討中。

市町村庁舎や災害拠点病院等について
は、災害時の会議等で情報伝達を行って
いる。

重要施設管理者への情報伝達体制・方法
について検討中。

防災行政無線補完システムとして、スマー
トフォンの防災アプリ、また各地区等への
タブレット端末配布を行い、令和2年4月1
日より情報を発信している。

減災協議会を通じ、市町村庁舎や災害拠
点病院等に関する水害リスク情報の共有
を実施。

２）ソフト対策の主な取組　(3)一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組
■排水活動及び施設運用の強化に関する取組

①排水機場・樋門・水門等の情
報共有、排水手法等の検討を行
い、大規模水害を想定した排水
計画（案）を作成

・排水機場・樋門・水門等の情報共有、排
水手法等の検討を行い、大規模水害を想
定した排水計画（案）を作成

引き続き
実施

大規模水害時における排水計画（案）を検
討中。

必要に応じて土木関係部署と調整。 京浜河川事務所による排水計画（案）の検
討状況をふまえ、必要性等について検討
していく。

京浜河川事務所と連携し、大規模水害時
の排水体制等を検討していく。

作成について検討していく。 必要に応じ、連絡体制等について検討す
る。

排水作業準備計画を策定

②排水訓練の実施 ・排水訓練の実施
引き続き

実施

今後、大規模水害を想定した排水訓練の
実施を検討中。

対策や計画等の作成後、訓練の実施を検
討。

京浜河川事務所による自治体職員向けの
排水ポンプ車操作訓練に参加予定。

京浜河川事務所と連携し、大規模水害を
想定した排水訓練の実施を検討していく。

計画の策定後に訓練の実施を検討してい
く。

排水訓練を継続して実施している。

③浸水被害軽減地区の指定

・洪水浸水想定区域内（隣接・近接する区
域を含み、河川区域を含まない）で、浸水
の拡大を抑制する効用があると認められ
る輪中堤等の盛土構造物、自然堤防等を
指定

引き続き
実施

対象となる地区が存在するのか検討中。 ・R3年度の実施については今後検討予定 検討していく。 過去の浸水情報や周辺の地形状況等か
ら、盛土構造物等の浸水拡大抑制に係る
有用性等について情報提供や助言を行い
ます。

自由回答欄

「大規模氾濫に関する減災対策」の取り組みを踏まえ
地域防災計画に追記する予定の項目・内容
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